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序文 

2017 年 3 月 22 日に締結された「海上交通安全システム整備計画検討業務」が、2021

年 10月 13日に改正され、業務が追加された。 

この追加業務は、NAVIGASI及びDISNAVがデータを収集・分析する際に、コンサルタン

トがそれらの作業を助言・支援するものである。詳細は、別添１の議事録（MOM）及び別

添２の業務範囲（TOR for the additional work）に記載されている。 

 

概要 

次の、3つの分野において、マスタープランの基礎となる整備計画の作成を支援する。 

コンポーネント1：航行援助施設とVTS（船舶航行計画を含む） 

コンポーネント2：沿岸無線局 

コンポーネント3：航路標識業務用船 

本業務の期間は、開始より1年間とする。 

本業務の実施にあたっては、NAVIGASI、DISNAV 及びコンサルタントから分野ごとに担

当者が指名される。 

本業務は、次の工程をもって進められる。 

・ NAVIGASIによる必要書類の作成 

・ NAVIGASIによるDISNAVへのガイダンス 

・ DISNAVによるデータの収集、分析、整理 

・ DISNAVの報告を受け、設立計画書を作成 
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第１章 追加支援業務の背景 

TOR に述べられている追加支援業務の範囲は、3 つのコンポーネントに分類され、1 つ

目は「航路標識及び VTS」で、Ship Routing はこのコンポーネントに含まれる。2 つ目

は「沿岸無線局」、3つ目は「航路標識業務用船」となっている。 

1.1 航路標識及びVTS 

GPSの発展は、船舶の沿岸航法に画期的に変革をもたらし、その結果、沿岸灯台が果

たす役目も大きく変わって来た。 

2019年及び2020年の調査結果によると、沿岸航路標識に関しては、概ね整備が完了

していると言える状態にあり、今後は、個別の港湾における航路標識の整備が課題と

なることが判明した。 

したがって、従来のように全体を見通しての包括的な計画から、個々の港湾につい

て整備計画を作成する必要があり、未開発港湾、既存港湾における整備手順が提案さ

れた。 

なお、VTS及び ship-routing の整備計画も航路標識の整備と同様であり、各港湾に

おける航路標識の整備計画を作成される中で検討されるべきものである。したがって、

これらは航路標識の整備計画の中に含まれることとなった。 

1.2 沿岸無線局 

GMDSSを主体とする沿岸無線局に関しては、システムの整備は完了しており、運用及

び装置の老朽化に課題があることが判明した。これら装置の換装計画を提案すること

は容易であるが、世界的にシステムの近代化が検討されている時であり、経済的及び

効果的な整備計画を作成するためには、これら近代化の動向を見極めながら整備計画

を作成することが得策であることが提案された。 

この新たな整備計画を検討するためには、最初に海上無線を利用する船舶の無線設

備や利用実態を把握する必要があり、その結果を踏まえ整備の方針を決定して、具体

的な整備計画が作成されることになる。 

1.3 航路標識業務用船 

航路標識の保守に携わる船舶の35％にあたる25隻が35歳以上の老朽船で、船舶の

安全面から直ちにこれら全ての船舶の更新計画が策定されなければならない。 

しかしながら、今日では、航路標識にLED電球や太陽電池が採用されたことにより、

これらの船舶を使用して行う保守作業のあり方が大きく変わって来ている。航路標識

の保守作業に真に必要とされる船舶が選定され、その代替計画が検討されることにな

る。 

そのためには、船舶が実施しなければならない全体の業務量を算出し、比較的船齢

の若い残りの船舶を組み込んだ全体計画が作成されることになる。 
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第 2章 業務の内容 

業務の概要、各分野の担当者及び作業の進め方は、次のとおり。 

2.1 支援業務の概要 

本業務は、コンサルタントの支援を受け、NAVIGASI 及び DISNAV が実施する次の 3

つの工程を経て達成されることになる。 

 資料・報告用紙の作成 

 データ・情報の収集と集計 

 整備計画書の作成 

航路標識の整備は、船舶の安全かつ効率的な運航を促進し、海上交通を発展させる

ことで国家の繁栄につながるものであるから、適切に整備され運用されなければなら

ない。 

これらの整備計画は、全国的な政策の下に策定されるものであり、中央組織がその

策定を担うことになる。 

従って、方針、ガイダンス、報告様式などの作成はNAVIGASIで行われる。 

また、行政の実務を担うDISNAVは、方針に基づきデータや情報を収集し、ガイダン

スに従ってそれらの資料をまとめ、整備計画案を作成する。これらの一連の作業は、

コンサルタントと協力して実施される。 

作業の流れを、2.1 -1 図に示す。 

 

2.1 -1 図 作業の流れ  
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2.2 カウンターパート及びWeb会議 

コロナ禍において業務を円滑に進めるため Web 会議が開催されることになることか

ら、TOR に記載されているように、NAVIGASI 及びコンサルタントのカウンターパート

が指名され一覧表が作成された。カウンターパートは、必要に応じWeb会議を開催し、

情報の共有及び作業の進捗情報を確認しながら業務の遂行にあたった。 

Web 会議は、Zoom 会議システムを使って行われ、2.2 -1 図のような幾つかの形式で

実施された。 

 

 
2.2 -1図 Web会議 

2.3 作業スケジュール 

Covid-19 のため、コンサルタントの海外活動が制限されたことから、当初はWeb 会

議を通じて支援・サポート業務が行われ、渡航制限が緩和された2022年 5月に第一次

現地業務が実施された。なお、Covid-19による渡航制限の見通しが付かないことから、

当初、現地業務は必要最小限の３回で計画されていたが、途中計画変更が行われ現地

業務は４回実施された。 
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コンサルタントと NAVIGASI は、2022 年 2 月中旬よりキックオフの準備のため Web

会議を数回行い、2022年 3月にWeb会議により第5回JCCが開催され、業務が正式に

開始された。 

その後、各分野個別のWeb会議が行われるとともに2022年 5月に第一次現地業務が

実施され、現状に関わる情報の共有、今後の作業の進め方について打合せが行われた。 

2022年 6月には第二次現地業務が実施され、DISNAVから担当者をジャカルタに召集

し業務説明のためのワークショップが実施され、この模様はWebでもDISNAVに配信さ

れた。 

作業の進捗状況を勘案して現地業務の実施について計画変更が行われ、2022 年 10

月に追加で第三次現地業務が実施された。この現地業務では幾つかのDISNAVへの訪問

調査も含まれていたが、DISNAVの作業の進捗状況及びCovid-19の状況から、現地調査

の代わりに全DISNAVと個別にWeb会議が実施された。これにより調査表等の回答期限

を11月末までとして各分野のとりまとめ作業が行われた。 

2023 年 3月に第四次現地業務が実施され、支援業務の取りまとめ状況の報告会及び

セミナーがジャカルタで開催された。 

業務の進捗は、2.3 -1図のとおり。 

また、一連の業務の流れを2.3 -2図に示す。 

 

2.3 -1図 作業スケジュール 
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2.3 -2図 業務の流れ 
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第３章 業務の進捗 

2021 年 10 月 13日に追加支援業務が正式に決定されたものの、その後の両国における

COVID-19 の感染状況の改善が見られず、現地業務の実施見通しが立たないことから、全

体スケジュールも立案できず、事前準備は進められていたが具体的な業務実施の開始に

は至らなかった。 

2022 年 2 月、尼国の入国規制に緩和が見え始め、現地業務の実施について見通しが付

いたことから全体計画の承認が得られ、具体的な作業に着手することとなった。 

3.1 業務の進め方 

COVID-19 が完全に終息しない段階においては、現地業務に大いに制約が掛かること

から、現地業務を補完する形で Web 会議を導入して双方の意思疎通を図ることとし、

その手順等についてNAVIGASI担当者と確認が行われた。 

また、各分野に指名されているカウンターパートとの Web 会議の手配、準備等のた

めローカルスタッフを配置し連絡調整にあたらせた。 

3.2 Web会議 

Web 会議は、Zoom 会議システムを採用し、全体会議、分野毎の形態を基本として、

必要な都度日程調整が行われ実施された。 

なお、Web会議の形態は、3.2 -1図のとおり。 

 

3.2 -1 図 Web会議形態 

3.3 第５回JCC 

コンサルタントと NAVIGASI は、2022 年 2 月中旬よりキックオフの準備のため Web

会議を数回重ね、2022年3月14日に第5回JCCを Zoom会議システムを使って開催し、

実質の業務が開始された。 

会議議事次第、Web会議参加者名簿及び会議議事録は、付録3.3 -1、付録3.3 -2及

び別添3.3 -3のとおり。 

なお、業務概要説明資料及びタスクホース関連の資料は、付録3.3 -4及び付録3.3-5

のとおり。 
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3.4 第１回現地業務 

COVID-19による尼国入国時の規制がかなり緩和されたことにより、5月15日から5

月27日までの間、第1回現地業務が実施された。 

ジャカルタの海運総局、NAVIGASI事務室にて、業務全体の説明が行われた後、連日

各分野に別れて整備指針、ガイドライン、調査帳表等について打合せが行われ、それ

ぞれ素案が作成された。 

また、現地業務の支援にあたるローカルコンサルタントとの契約が行われ各分野の

打合せに同席した。 

なお、情報の収集にあたるDISNAVに対する説明会の開催について調整が行われ、対

面方式とWeb方式を取り入れた形式で、6月 16日ジャカルタにてセミナー及びリスク

評価ソフト（IWRAP）の説明会を開催することが決まった。 

3.5 第２回現地業務 

第２回現地業務は、6月 12 日から 6月 19 日まで実施され、6月 16日には説明会及

びワークショップでIWRAPの運用デモンストレーションが行われた。 

業務前半は、整備指針等の確認及びワークショップの開催準備が行われた。 

3.6 説明会及びワークショップ（IWRAP） 

6月 16日、ジャカルタミレニアムホテルにてDISNAV 及びNAVIGASI関係者が集合し

業務説明会及びワークショップ（IWRAP の運用デモンストレーション）が実施された。

同時に会場の様子はZoom会議システムで各DISNAVにも配信された。 

NAVIGASI 課長の挨拶で始まり、各分野の整備方針等が説明された後に質疑応答を行

い午前のセッションを終えた。 

午後の部は、リスク評価ツール（ソフトウェア）を用いた AIS データの活用につい

て、ソフトウェア（IWRAP）の操作手順及びデータの評価についてデモンストレーショ

ンが実施された。 

説明会の議事次第、議事概要（参加者リスト含む）を付録 3.6 -1 及び付録 3.6 -2

並びにプレゼン資料を付録（3.6 -3、3.6 -4、3.6 -5、3.6 -6）として添付する。 

3.7 第３回現地業務 

DISNAV からの調査表の回収状況が芳しくないことから、急遽第3回現地業務が計画

され、10月15日から30日までジャカルタにてNAVIGASIとの打合せが行われ、その結

果、全DISNAVと個別にWeb会議を実施し調査表に対する回答を促すことになった。 

DISNAVとのWeb会議の実施状況は、3.7 -1表のとおり。 
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3.7 -1 表 全DISNAVとの個別Web会議 

 

 

3.8 第４回現地業務 

第４回現地業務は、2023年 2月 26日から3月4日まで実施され、3月2日に最後の

JCC（第６回 JCC）がジャカルタで行われ、そこで本事業の取りまとめ状況の説明及び

今後の整備計画に関わるVDESのプレゼンがセミナーとして行われた。 

3.9 第６回JCC及びセミナー 

3 月 2 日、ジャカルタミレニアムホテルにて第６回 JCC が開催され、NAVIGASI 課長

の挨拶で始まり、追加支援業務の概要についてのとりまとめ状況が報告されるととも

に質疑応答を経て本プロジェクトの総括が行われた。 

昼食を挟んで将来の船舶の情報交換システムと言えるVDESに関わる“海上無線通信

プラットフォーム”のプレゼンテーションが行われた。 

JCC の議事概要（参加者リスト、議事次第を含む）を付録3.9 -1 及び各コンポーネ

ントの整備計画の取りまとめ概要の報告資料を付録（3.9 -2、3.9 -3、3.9 -4）とし

て添付する。 

また、セミナーのプレゼン資料を付録 3.9 -5として添付する。 
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第４章 業務分野 

本編「第１章 追加支援業務の背景」に述べられているように、航路標識、沿岸無線局

及び航路標識業務用船の３分野について業務が実施された。 

4.1 航路標識 

航路標識の整備計画を作成する際の例として第一編の第７章で述べられているよう

な整備計画立案プロセスに沿う場合、まず初めにユーザからの要望が取りまとめられ、

それらは整備方針や管区の実情に合わせて実施の優先度が決められることになる。し

たがって整備方針が示され、それに基づく整備される標識の範囲を示すガイドライン

が提示されなければならない。 

この度の業務を実施するに当たって、以下のような整備方針、ガイドライン及び調

査表が作成された。 

4.1.1 整備方針 

1) 序文 

島しょ国である国家にとって、海洋は物資の運搬、漁業の場として国の繁栄に欠

かすことのできないものであり、ここに従事する船舶にとって港湾への安全な入出

港は、地域の発展を負うものである。 

安全かつ能率的な船舶の運航及び船舶交通の促進は、船舶の指標となる航路標識

の整備及びそれらに関連する航路の設定や情報提供が重要な役割を果たす。 

そのためには、それぞれの目的に応じた航路標識の施設等が適切に設置・管理さ

れる必要があり、それらの整備に当たっては基本的な方針に基づいて計画される必

要がある。 

2) 具体的な取組み 

イ. 無灯火の港湾からの脱却 

夜間の航行は、いくら土地勘があるとはいえ、灯火のない沿岸域や港湾に近づ

くことは非常に危険である。 

ロ. 安全に入港できる港湾への変貌 

地方港は今後船舶交通量が増加することが予想され、その航行の安全性をさら

に確保する必要がある。 

交通量の増加による航行リスクを軽減するためには、航海者の位置及び安全な

航路の決定を支援し、危険な障害物を警告するための航路標識を適切かつ効果的

に配置することが必要である。 

ハ. 安全かつ効率的に常時使用できる港湾を目標 

地域と国の繁栄のためには、安全で安定した海上交通の確保はもちろんのこと、

さらなる繁栄のためには常に開かれた港であることが必要である。 

そのためには、目的に合った航路標識の設置や、適切で信頼性の高い海事情報

の提供が不可欠である。  
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4.1.2 ガイドライン 

1) 基本的な考え方 

航路標識の配置は、航海計器の発達や船舶の大型化・高速化に伴う交通形態の変

化及び海上交通を取り巻く状況に適切に対応するため、航行域別に考慮し、設置さ

れる標識は機能の重複がなく、かつ有効で効率的に選択・配置されなければならな

い。 

2) 航行海域 

イ. 沿岸水域 

沿岸水域を航行する船舶は、気象・海象を考慮し、自船の性能に応じた安全で

経済的な航路を選択し、航海計器で位置を確認し、著名なランドマークや進路変

更地点に設置された航路標識で位置を再確認している。 

従って、沿岸水域に設置される航路標識は、広範囲に情報を提供する必要があ

ることを考慮し、顕著なランドマークや主要な進路変更地点を特定できるよう、

沿岸水域用航路標識や障害物標識が効果的かつ効率的に設置されなければなら

ない。 

ロ. 港湾入域 

沿岸水域から港湾域に移行する段階においては、船舶は常に正確な位置を確認

しながら航行しなければならない厳しい操船環境にある。 

したがって、航路標識の目視確認は、船舶を安全に誘導するための重要な要素

であることを念頭におき、視認標識及び短距離無線標識を効果的かつ効率的に設

置する必要がある。 

ハ. 制限水域（港湾・内水面） 

港湾など船舶交通が集中し、水路が狭く、危険と隣り合わせで航行の自由度が

制限される水域を指す。 

そのため、以下のような要素が必要となる航行を支援するための航路標識の設

置が必要となる。 

 ほぼ連続的に正確な位置確認ができること 

 船舶が意図した航路から逸脱する傾向を示す情報が提供できること 

 進路を維持するために、どの方向に舵を切ればよいか瞬時にわかること 

3) 航路標識の海域区分 

イ. 沖合海域 

ロ. 沿岸水域 

(中・長距離電波標識、顕著物標、変針点標識、障害標識等） 

ハ. ふくそう海域 

(短距離電波標識、規制航路、高度な操縦海域、狭い水路周辺、航路等） 
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ニ. 港湾(制限水域) 

(以下海域の明示：港湾の入口、航路、水深、障害物、誘導路） 

ホ. 内水面（河川） 

4) 航路標識の区分 

イ. 視認標識 

(沿岸標識、危険標識、水路標識、港湾標識、港湾明示標識等） 

参考：推奨可視距離 

 沿岸標識：12NM以上 

 危険・水路、誘導標識  

 50m以上の船舶が航行する海域：5.0NM 

 12m以上の船舶が航行する海域：3.5NM 

 12m以下の船舶が航行する海域：2.0NM 

ロ. 電波標識（情報提供システムを含む。） 

(VTS、航路標識AIS、レーダービーコン、信号所等) 

5) 重要度の仕分け 

 区分-1 : 極めて重要な標識 

(陸地視認、主要航路、水路、危険、海洋環境の保護） 

 区分-2 : 航海上重要な標識 

(二次的航路、一次的航路の補助標識） 

 区分-3 : 航海上必要な標識 

6) その他の関連事項 

その他の事項については、特にIALA勧告1001（R1001 THE IALA MARITIME BUOYAGE 

SYSTEM）及び IALA NAVGUIDE 2018（Marine Aids to Navigation Manual）を参照

すること。 

   

4.1.2-1図 IALA Maritime Buoyage System Region A  
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4.1.3 調査表 

整備計画の方針及び整備のためのガイドラインが示された後は、DISNAV が、航路標

識の設置に関わるユーザの要望及び管区における航路標識の設置状況、海難発生状況

の現状等を踏まえてNAVIGASIに対して航路標識の整備要求書を作成することになる。 

その調査表の書式が次のとおり航路標識用に「Sheet①」(4.1.3-1 図)、「Sheet②」

(4.1.3-2図)及び「Sheet③」(4.1.3-3図)、またVTS用として「Sheet①」、「Sheet②」

(4.1.3-4図)が作成され、DISNAVへ通知された。 

 

4.1.3-1図 Sheet① 

 

4.1.3-2図 Sheet②  
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4.1.3-3図 Sheet③ 

 

 

4.1.3-4図 Sheet①、Sheet②  
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4.1.4 調査表の回答結果 

本調査については、コンサルタントから 6 月のセミナーにおいて参加していた

DISNAV に直接説明されるとともにWebにおいてもプレゼンテーションが同時配信され、

その後の照会については、DISNAVとローカルコンサルタントの間で行われた。 

DISNAV における情報収集及びそれに基づく調査表の作成状況が芳しくないことから、

10月に全DISNAVと個別にWeb会議が持たれ、回答があったDISNAV に対しては調査内

容の確認、回答の無いDISNAVに対しては再度の説明と回答の催促が行われた。 

調査表のとりまとめは、全体が整った段階で行う必要があり、ローカルコンサルタ

ントを通じて回答を促し締め切りを11月末までとしたが、その後も五月雨式にDISNAV

から回答があり、12 月 22 日現在の回答状況は 4.1.4-1 表のとおりで、以上を持って

調査表の集計を終え、そのデータを基に整備計画の作成が行われた。 

DISNAVより送付された全調査表及び関連データは、付録4.1.4 -1のとおり。 

 

4.1.4-1表 回答状況 

 

4.1.5 調査結果・とりまとめ 

1) 航路標識 

今回の調査では、航路標識の設置を計画している管区は 14 管区あり、その内 11

管区は具体的な計画を持っており、その総数は８９基で、灯台-７基、灯標-５５基、

灯浮標-２７基あった。 

DISNAV別の計画基数は、4.1.5-1表のとおり。 
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4.1.5 -1表 計画基数 

 

DISNAVごとの計画位置図は、4.1.5 -1図から4.1.5 -12図のとおり。 

なお、各箇所の詳細位置図等は、付録 4.1.5 -1のとおり。 

 

 

4.1.5 -1図 計画位置図 (Sabang)  
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4.1.5 -2図 計画位置図 (Teluk Bayur) 

 
4.1.5 -3図 計画位置図 (Dumai)  
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4.1.5 -4図 計画位置図 (Pontianak) 

 
4.1.5 -5図 計画位置図 (Tg. Priok)  
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4.1.5 -6図 計画位置図 (Cilacap) 

 

4.1.5 -7図 計画位置図 (Semarang)  
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4.1.5 -8図 計画位置図 (Benoa) 

 

4.1.5 -9図 計画位置図 (Samarinda)  
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4.1.5 -10図 計画位置図 (Makassar) 

 

4.1.5 -11図 計画位置図 (Ambon)  
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4.1.5 -12図 計画位置図 (Jayapura) 

2) VTS 

今回の調査では、VTS の設置を検討している管区は 9 管区あり、その内 8 管区が

想定できる港湾を上げ、その総数は14箇所であった。 

DISNAV別の内訳は、4.1.5 -2表のとおり。 

 

4.1.5 -2表 計画箇所数 
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各 DISNAVの計画箇所図は、4.1.5 -13図から4.1.5 -20図のとおり。 

なお、各箇所の詳細位置図等は、付録 4.1.5 -2のとおり。 

   

4.1.5 -13図 計画箇所図(Sabang) 

        

4.1.5 -14図 計画箇所図(Tg. Pinang) 
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4.1.5 -15図 計画箇所図(Pontianak) 

 
4.1.5 -16図 計画箇所図(Tg. Priok)  
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4.1.5 -17図 計画箇所図(Tg. Tarakan) 

 

4.1.5 -18図 計画箇所図(Samarinda) 
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4.1.5 -19図 計画箇所図(Kendari) 

 

4.1.5 -20図 計画箇所図(Ambon) 
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4.1.6 整備計画の作成 

1) 作成手順 

DISNAVから寄せられた調査表を基に整備計画を作成する上で考慮された事項は次

のとおり。 

イ. ヒアリング調査の実施 

航路標識の整備の実施にあたっては、利用者の要望及び意向が反映されるとと

もに海難の発生状況、港湾の整備状況が考慮される必要がある。 

したがって、今回の調査表で航路標識の設置計画が現状において記載されてい

ない DISNAV については、まず初めに管轄区域内における海事関係者からの聞取

り調査を行うとともに、海難、通航量、港湾整備計画等の情報を収集することと

した。 

 

なお、開発途中の港湾や離島などでは、海洋をとりまく環境が年毎に変って

くるので、ヒアリング調査は当面の間、全DISNAVとも毎年実施することで計画

されている。ただし、すでに航路標識の設置計画が具体的にあるDISNAVについ

ては、フィージビリティスタディを最初に実施するので、この際にヒアリング

調査を兼ねることとした。 

ロ. フィージビリティ調査 

本調査は、設置される標識の仕様（タイプ、規格）を決めるための調査で、実

施設計に必要な情報及びデータを収集する。 

主に、通航船の実態（種類、大きさ、通航量）、設置予定箇所の自然環境（地

盤、気象、波浪、背景光）及び設置作業に関係する事項について調査を行い、ガ

イドラインに沿った適正な標識を選択する。 
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ハ. フィージビリティ調査・実施設計 

標識の種類、設置場所等の検討がある程度行われている場合は、フィージビリ

ティ調査と標識の詳細設計及び効果等の検討を行う実施設計を同時に行い、整備

の促進を図る。 
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ニ. 実施設計 

フィージビリティ調査の結果を踏まえて標識の種類、規格等を決める場合は、

調査の後に実施設計を行う。 

              

2) 予算化上の概算単価 

整備計画を作成するにあたって、概算予算を積算するための調査費を4.1.6 -1表、

航路標識の種類とその単価を 4.1.6 -2 表及び VTS の装置の単価を 4.1.6 -3 表のと

おりとして、これらを採用した。 

なお、ヒアリング調査は現地スタッフが対応し、フィージビリティ調査の要員は

日本から派遣するものとして積算されている。 

標識の単価は、種類及び規模を基に相対的な参考単価となっている。なお、設置

費用は含まれていない。（灯台以外は、灯器及び標体を含む単価である。） 

VTS の構成及び装置の価格は、基本的な機能を有する装置としての参考単価であ

る。 

4.1.6 -1 表  調査費 

 

  

Type Price Reference

4   Implementation Design

3   Feasibility Study (b)   only Feasibility Study IDR 670M 

IDR 180M 

Standard Unit Price of Survey
Item

1   Hearing Survey

2   Feasibility Study (a)   including Implementation Design 

IDR 245M 

IDR 830M 

 by Local Staff
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4.1.6 -2 表  価格表（航路標識） 

 

 
 

4.1.6 -3 表  価格表（VTS装置） 

 

  

Type Price Reference

  20m Aluminum Tower IDR 3,000M   

  10m Aluminum Tower IDR 1,200M   

  10m Pole Type Aluminum IDR 1,000M   

  3m Pole Type Aluminum IDR 750M   

  High-wave IDR 1,000M   

  Standard IDR 750M   

  20m Steel Tower IDR 1,800M    Hot-dip galvanizing

Standard Unit Price of Visual Aids for Budget Estimation

Item

1   Lighthouse

2   Lighted Beacon  LED Lantern
 Solar Battery

3   Lighted Buoy
 LED Lantern
 Solar Battery
 Mooring Chain

  Reference (Structure for Lighthouse)

Type Price Reference

  Antenna (18 Feet Type)

  TRX (13GHz)

  Signal Processor System

  AIS Transponder & Processor

  VHF/GPS Antenna

  Camera

  Encoder/Stabilizer

4   Meteorological Sensor   AIS Transponder & Processor IDR 300M   Sensor, Data Logger

  Operation Console

  Server system

6   VTS Training   SOP, OJT IDR 710M   

Standard Unit Price of VTS for Budget Estimation
(excluding Power Supply System and Facilities)

Item

2   AIS Base Station IDR 1,000M   

1   Radar System IDR 5,000M   13GHz (Solid state)

5   MFC System IDR 14,000M   Multi Function Console

3   CCTV IDR 2,000M   
High-resolution
Cooperative system with
Radar
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4.1.7 整備計画 

1) 航路標識 

航路標識の設置場所及び種類等の具体的な整備計画を持っている管区については、

直ちにフィージビリティスタディを行うとともに実施設計を行う。この場合、特定

エリア内に複数の標識が設置される場合は、相互に関連性が生じるので、エリア単

位でフィージビリティスタディを行うことが望ましい。 

整備エリアの必要箇所のみ決まっている場合は、フィージビリティスタディを実

施して必要な情報及びデータを取得した後に、具体的な設置場所や標識の種類を決

めて実施設計が行われることになる。 

実施設計終了後は、緊急性のあるものから標識の設置が計画されるが、整備方針

及び行政政策も整備の優先順序に関わってくる。また、DISNAVの整備に関わる業務

量及び全体予算の配分等も考慮されなければならない。 

今回の調査に基づくDISNAV毎の整備計画を4.1.7 -1 表から4.1.7 -9 表に示す。 
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4.1.7 -1 表 整備計画DISNAV（1-3） 

 

 

 

4.1.7 -2 表 整備計画DISNAV（4-6） 
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4.1.7 -3 表 整備計画DISNAV（7-9） 

 

 

4.1.7 -4 表 整備計画DISNAV（10-12） 

 

  

(3/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.M IDR 245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 1,225.M

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 980.M

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study ○a ○b

Implementation
Design ○

Construction ○LB x4 ○LB x2 ○LB

Budget IDR 830.M IDR 3,670.M IDR 2,425.M IDR 1,000.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 8,660.M

Table of Establishment Plan for AtoN

9   Tg. Priok (Ⅰ) 2 7

8   Pontianak (Ⅲ) 1 -----

Reference

7   Palembang (Ⅰ) 0

Item
Implementation (AtoN)

0

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

AtoN

(4/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study ○a

Implementation
Design

Construction ○LB ○LB

Budget IDR 830.M IDR 1,000.M IDR 1,245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 3,810.M

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study ○a ○a

Implementation
Design

Construction ○Lbo x4 ○Lbo x4

Budget IDR 830.M IDR 4,830.M IDR 3,245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 9,640.M

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 980.M

Table of Establishment Plan for AtoN

12   Surabaya (Ⅰ) 1 -----

11   Semarang (Ⅱ) 2 8

Reference

10   Cilacap (Ⅲ) 2

Item
Implementation (AtoN)

2

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

AtoN
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4.1.7 -5 表 整備計画DISNAV（13-15） 

 

 

4.1.7 -6 表 整備計画DISNAV（16-18） 

 

  

(5/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○x2

Feasibly Study ○a ○a ○a

Implementation
Design

Construction ○LB x3 ○LB x5 ○LB x4 ○LB x3

Budget IDR 830.M IDR 3,830.M IDR 4,580.M IDR 3,245.M IDR 2,250.M IDR 490.M IDR 15,225.M

Hearing Survey ○ ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.M IDR 245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 1,225.M

Hearing Survey ○ ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.M IDR 245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 1,225.M

Table of Establishment Plan for AtoN

15 Banjarmashin (Ⅱ) 0 0

14   Kupang (Ⅱ) 0 0

Reference

13   Benoa (Ⅱ) 6

Item
Implementation (AtoN)

15

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

AtoN

(6/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.M IDR 245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 1,225.M

Hearing Survey ○ ○x2

Feasibly Study ○a ○a

Implementation
Design

Construction ○Lbo x3 ○Lbo x4 ○LB x3

Budget IDR 830.M IDR 2,250.M IDR 3,000.M IDR 2,495.M IDR 490.M IDR 9,065.M

Hearing Survey ○ ○x2

Feasibly Study ○a ○a ○a

Implementation
Design

Construction ○Lbo ○Lbo x4 ○Lbo x3

Budget IDR 830.M IDR 1,830.M IDR 4,830.M IDR 2,250.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 10,475.M

Table of Establishment Plan for AtoN

18   Makassar (Ⅰ) 3 8

17   Samarinda (Ⅰ) 2 10

Reference

16   Tarakan (Ⅲ) 0

Item
Implementation (AtoN)

0

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

AtoN
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4.1.7 -7 表 整備計画DISNAV（19-21） 

 

 

4.1.7 -8 表 整備計画DISNAV（22-24） 

 

  

(7/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 980.M

Hearing Survey ○ ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.M IDR 245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 1,225.M

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study ○b ○b

Implementation
Design ○ ○

Construction ○L ○L x2 ○L

Budget IDR 670.M IDR 425.M IDR 3,670.M IDR 2,645.M IDR 3,000.M IDR 490.M IDR 10,900.M

Table of Establishment Plan for AtoN

21   Ambon (Ⅰ) 2 4

20   Bitung (Ⅰ) 0 0

Reference

19   Kendari (Ⅲ) 0

Item
Implementation (AtoN)

0

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

AtoN

(8/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.M IDR 245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 1,225.M

Hearing Survey ○ ○x2

Feasibly Study ○a ○a ○a

Implementation
Design

Construction ○LB x2, Lbo ○L ○LB, Lbo ○LB, Lbo

Budget IDR 3,330.M IDR 3,830.M IDR 3,000.M IDR 3,000.M IDR 490.M IDR 13,650.M

Hearing Survey ○ ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.M IDR 245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 1,225.M

Table of Establishment Plan for AtoN

24   Merauke (Ⅲ) 0 0

23   Jayapura (Ⅱ) 5 21

Reference

22   Sorong (Ⅰ) 0

Item
Implementation (AtoN)

0

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

AtoN
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4.1.7 -9 表 整備計画DISNAV（25）

 

 

2) VTS 

VTS の整備は、ユーザの要望やニーズよりも、海難の発生状況や海上交通のふく

そう具合で航行安全上の政策的な方針で決定されることが多いけれども、ユーザの

意向を確認するためにも、航路標識のヒアリング調査に併せて実施されるべきであ

る。 

VTSの設置要望箇所が挙げられているDISNAVについては、システム及び機器構成

を決定するための業務内容が明確にされなければならないので、直ちにフィージビ

リティスタディを実施して必要な情報及びデータを取得した後に、業務に必要な機

器等の構成を決定して実施設計を行う。また、業務を行う上で必要な運用に関わる

ソフトウェアの仕様もこの実施設計で準備される。 

実施設計終了後は、機器の製造及び据付工事に少なくとも数年かかるので、これ

らを考慮して整備計画が作成されることになる。 

VTS が新設される箇所については、運用マニュアル(SOP)の作成が不可欠であり、

OJTを含めたVTSトレーニングが計画される。 

報告書第一編の第７章で取上げられているDISNAVサバンのサバンVTS（仮称）の

新設、DISNAV サマリンダのサマリンダ VTS の改革及び DISNAV クパンのラブアン・

バジョ VTS（仮称）についても、船舶動静の把握、航行安全、観光誘致に伴う海上

安全の観点からフィージビリティスタディを実施して整備計画に反映させる必要が

ある。これらを踏まえ、今回の調査に基づくDISNAV毎の整備計画を4.1.7 -10表か

ら4.1.7 -18表に示す。 

  

(9/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.M IDR 245.M IDR 490.M IDR 980.M

Table of Establishment Plan for AtoN

Reference

25   Tual (Ⅲ) 0

Item
Implementation (AtoN)

0

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

AtoN
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4.1.7 -10 表 整備計画DISNAV（1-3） 

 

 

4.1.7 -11 表 整備計画DISNAV（4-6） 

 

  

(1/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○x2

Feasibly Study ○b

Implementation
Design

○

Construction ○ 1, 2 ○ 3, 4, 5 ◎ ◎：Training

Budget IDR 670.00M IDR 180.00M IDR 6,000.00M IDR 16,545.00M IDR 710.00M IDR 490.00M IDR 24,595.00M

Hearing Survey ○ ○ ○x2 Existing 1

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 980.00M

Hearing Survey ○ ○ ○x2 No VTS

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 980.00M

3   Sibolga (Ⅲ) 0 0

Table of Establishment Plan for VTS

2   Belawan (Ⅰ) 0 0

Reference

1   Sabang (Ⅱ) 1 1

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

VTS Item
Implementation (VTS)

(2/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○ ○x2 Existing 1

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 980.00M

Hearing Survey ○ ○x2 Existing 1

Feasibly Study ○b 

Implementation
Design

○

Construction ○2, 3 ○5, ◎ ◎Training

Budget IDR 915.00M IDR 180.00M IDR 6,000.00M IDR 14,710.00M IDR 490.00M IDR 22,295.00M

Hearing Survey ○ ○ ○x2 Existing 1

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 980.00M

6   Dumai (Ⅰ) 0 0

Table of Establishment Plan for VTS

5   Tg. Pinang (Ⅰ) 13 3

Reference

4   Teluk Bayur (Ⅰ) 0 0

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

VTS Item
Implementation (VTS)
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4.1.7 -12 表 整備計画DISNAV（7-9） 

 
 

4.1.7 -13 表 整備計画DISNAV（10-12） 

 

  

(3/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 980.00M

Hearing Survey ○ ○x2 Existing 1

Feasibly Study ○b

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 670.00M IDR 490.00M IDR 1,405.00M

Hearing Survey ○ ○x2 Existing 4

Feasibly Study ○a

Implementation
Design

Construction ○1,2,3 ○4,5 ◎

Budget IDR 1,075.00M IDR 8,000.00M IDR 14,300.00M IDR 710.00M IDR 490.00M IDR 24,575.00M

9   Tg. Priok (Ⅰ) 1 1

Table of Establishment Plan for VTS

8   Pontianak (Ⅲ) 2 -----

Reference

7   Palembang (Ⅰ) 0 0

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

VTS Item
Implementation (VTS)
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4.1.7 -14 表 整備計画DISNAV（13-15） 

 

 

4.1.7 -15 表 整備計画DISNAV（16-18） 

 
  

(5/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○x2 Existing 2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 735.00M

Hearing Survey 〇 〇 ○x2

Feasibly Study 〇b Labuan Bajo

Implementation
Design

○

Construction ○1,2 ○3,4,5 　　◎

Budget IDR 245.00M IDR 670.00M IDR 180.00M IDR 6,245.00M IDR 16,300.00M IDR 1,200.00M IDR 24,840.00M

Hearing Survey ○ ○ ○x2 Existing 2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 980.00M

15 Banjarmashin (Ⅱ) 0 0

Table of Establishment Plan for VTS

14   Kupang (Ⅱ) 0 0

Reference

13   Benoa (Ⅱ) 0 0

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

VTS Item
Implementation (VTS)

(6/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○x2

Feasibly Study ○b

Implementation
Design

○

Construction ○1, 2 ○3, 4, 5 ◎

Budget IDR 915.00M IDR 180.00M IDR 6,000.00M IDR 16,300.00M IDR 710.00M IDR 490.00M IDR 24,595.00M

Hearing Survey ○ ○ ○x2 Existing 2

Feasibly Study ○b

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 670.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 1,650.00M

Hearing Survey ○ ○x2 Existing 1

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 735.00M

18   Makassar (Ⅰ) 0 0

Table of Establishment Plan for VTS

17   Samarinda (Ⅰ) 2 3

Reference

16   Tarakan (Ⅲ) 1 1

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

VTS Item
Implementation (VTS)
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4.1.7 -16 表 整備計画DISNAV（19-21） 

 
 

4.1.7 -17 表 整備計画DISNAV（22-24） 

 

  

(7/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study ○b

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 670.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 1,650.00M

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 980.00M

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study ○b

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 670.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 1,650.00M

21   Ambon (Ⅰ) 1 1

Table of Establishment Plan for VTS

20   Bitung (Ⅰ) 0 0

Reference

19   Kendari (Ⅲ) 1 1

No. DISNAV
Nominated

Area
Planned

VTS Item
Implementation (VTS)

(8/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○ ○ ○x2 Existing 1

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 980.00M

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 980.00M

Hearing Survey ○ ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 245.00M IDR 245.00M IDR 245.00M IDR 735.00M

24   Merauke (Ⅲ) 0 0

Table of Establishment Plan for VTS

23   Jayapura (Ⅱ) 0 0

Reference

22   Sorong (Ⅰ) 0 0

No. DISNAV
Nominated

Area

Planned
VTS Item

Implementation (VTS)
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4.1.7 -18 表 整備計画DISNAV（25） 

 

3) 業務別整備計画予算表 

上記記載のDISNAV別整備計画を航路標識の業務別集計金額 4.1.7 -19表及びVTS

の業務別集計金額を 4.1.7 -20 表に示す。また、航路標識の DISNAV 別集計金額を 

4.1.7 -21表及びVTSの DISNAV別集計金額を 4.1.7 -22表に整理した。 

これらの総括表 1及び総括表 2を、それぞれ4.1.7 -23表及び4.1.7 -24表に整

理した。 

なお、DISNAV別の内訳表は、付録 4.1.7 -1のとおり。 

4.1.7 -19表  業務別（航路標識） 

 

 

4.1.7 -20表  業務別（VTS） 

 

  

(9/9)

2024 2025 2026 2027 2028 Subsequent Year til 2040

Hearing Survey ○x2 ○ ○x2

Feasibly Study

Implementation
Design

Construction

Budget IDR 490.00M IDR 245.00M IDR 490.00M IDR 1,225.00M

Table of Establishment Plan for VTS

Reference

25   Tual (Ⅲ) 3 3

No. DISNAV
Nominated

Area

Planned
VTS Item

Implementation
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4.1.7 -21 表  DISNAV別（航路標識） 
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4.1.7 -22 表  DISNAV別（VTS） 

 

 

  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                      

4-35 
 

 

4.1.7 -23 表  総括表 1 
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4.1.7 -24 表  総括表 2 
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4.2 沿岸無線局 

4.2.1 沿岸無線局 の沿革 

沿岸無線局（以下、「CRS」と言う。）のコンセプトとは、海岸線沿岸に無線局を

設置し、沖合の船舶と中波帯、短波帯の中の最適な通信条件下において最大距離の無

線交信ができるカバーレンジを確保することにある。一方、世界的かつ現代的通信手

段の劇的な変化に伴い、従来の中波、短波を中心としてきた沿岸無線局の基本コンセ

プトは大きく変わり、他の海上無線方式に移行してきている。しかしながらインドネ

シアでは、この従来の通信方式からの見直しや新たな運用目的の修正もないまま、た

だ入感してくる信号（遭難/緊急）を耳で聴取し、また共通の周波数で聴取している

沖合の船舶に対して定期的にCQを放送する主運用方式は旧態依然のまま現存する。 

CRSの主な運用目的は以下のとおりである。 

・MF/HF/VHF の各バンドにおける異なる複数周波数チャンネルをモニター聴取し、

緊急信号や遭難信号の着信を確認 

・CRSに接近または通過する船舶とVHF帯で日常的に交信 

・共通チャンネルでモニターしている沿岸もしくは沖合船舶に対し、MF/HF/VHF に

より送信陸上局を特定するためのCQコールを1時間または2時間毎に放送 

・定期的気象情報、または任意の海上交通情報の放送 

・VHF による船舶局からの着信内容を陸上側第三者への電報転送などに対して行う

有料公共サービス（税外歳入サービス） 

 

他国の標準に照らし合わせると VHF を用いたこの種の海上交通通信は少なくとも他

の ASEAN 諸国では既に VTS に統合されている。しかしながらインドネシアでは VTS と

CRS が並行運用され、基本的に似通った運用法ながら同じ組織であっても個別に独立

運用・管理されているままである。今回プロジェクトの主要目的の一つとして VTS と

CRS の共通業務を一つの傘下で行うことを長期的視野にたって推奨、提案しなければ

ならない。 

次に効率的かつ効果的な運用業務の策定のため、業務内容や業務量（通信量、交信

頻度）を調べる必要がある。CRS 運用の「従来の運用方法」は長い間見直されておら

ず本報告書では一定期間内の特定複数局より抽出した通信記録（ログブック）を用い

て実際の運用内容を分析し CRS 全体の推定実働運用量を明らかにすることを目的とす

る。 

加えて無線局の設備（インフラ）と CRS の運用に携わる人的資源（HR）のバランス

について各局のデータを収集し分析検討することにより、効果的、効率的、かつ経済

的な将来的解決策を見出し提案することがもうひとつの柱となり、インドネシア全土

各25 DISNAVの理想的な海上交通安全策の将来像を見出すことを目的とする。 
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4.2.2 CRS の定義に関する分析 

CRS の基本定義はインドネシア運輸省の 2011 年第 26 号に規定されている。 

沿岸無線局とは陸上にある沿岸海上無線局であり、遭難信号を聴取・応答し、船舶と

船舶、船舶と陸上間の通信を行うものである。この海上移動無線通信に関しては IMO

の無線規則 1.75 に定義されているがインドネシアでは 2006 年の省令第 30 号により

222局の導入が計画された。2022年 10月現在 158局が運用中であるが158局のうちの

80%は GMDSS の機能を備えているものの 24 時間運用を実現している一級局は全体の 7%

で、残りの 93%は、機材は備わっているもののフルタイム運用要件を満たしていない。

また全局 100%スタンドアローンシステムであり、ネットワークを介しての他の第三者、

第三局から遠隔操作・聴取できるシステムにはなっていない。 

2022年 10月現在、全国のCRSは以下のように分類される。 

4.2.2 -1表 CRSの分類 

クラス 局数 機能 GMDSS サービスエリア 運用時間 比率 

1   11 Maritime Mobile 

service including 

public telecom 

service,  Fixed 

station 

O A1, A2, A3 24 7.0% 

2   7 O A1, A2, A3 16-24 4.4% 

3 
A 42 O A1, A2 12-16 

31.0% 
B 7 O A1, A2 12-16 

4 
A 65 Maritime Mobile 

service and/or 

Fixed station 

O A1, A2 
8-12 57.6% 

B 26 X A1 

Total   158 
    

注：各 DISNAV へのアンケートに対する回答の中でクラス 2-4 の多くの CRS は 24 

時間運用局との申告があった。これは上記の CRS のクラス分けによる定義と

は異なっているが本報告書では、各 DISNAV から提供されたデータの分析を通

じて、「実際」の運用稼働状況を推測しそれに対する問題提起を行うこととす

る。 

周波数別区分 

MF (kHz)   490 518 2,182 2,187.5     

HF (MHz) 複数帯 4 6 8 12 16 18 

VHF (MHz)    156-174MHz 帯  

周波数別電波到達範囲（半径） 

A1 30-40NM VHF（超短波） 

A2 150-200NM MF（中波） 

A3 A2外エリア HFおよび衛星通信網  

(特に熱帯地域での雷雲内ノイズが頻繁に発生するため、音声変調（SSB）によ

る安定通信のためには50dBμ 以上の受信感度信号強度が必要） 
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4.2.3 情報分析手法 (Methodology) 

手法に関しては下記のフローチャートに従うこととする。 

 

 

4.2.4 調査結果分析 

１) 各運用周波数帯における使用状況分析 

イ. VHF帯における周波数利用形態 

近代海上通信において、陸上から船舶、特に入港する船舶との間の A1 エリア

は、VHF FM 変調のアナログシンプレックスまたはデュプレックスが主要な通信

手段である。CRS だけでなく、港湾オペレーターや他のステークホルダー間に

おいても同じチャンネルを共有して通信される。VHF は通常通信のみならず船

舶と陸上、船舶と船舶間の緊急遭難通報にも他の周波数帯より高い優先度で使

用される。VHF 帯の海上通信電波伝搬は 1 年を通して常時安定しており、昼夜、

気象条件、太陽黒点数などの自然要因、携帯電話データキャリア、プラズマテ

レビ、太陽パネル発電の直流交流変換インバータ等々、様々な人工要因のシテ

ィノイズの影響を受けにくい。しかしながら地表の見通し範囲内を直接伝搬す

るため、陸上から船舶、船舶から船舶への到達距離には地球が球体である以上

限界がある。 

インドネシア158局の CRSは、IMOのマスタープランへの申告上海岸線から一

律 25NM 半径のカバー範囲と定義されているが、他国ではもっと長い到達距離で

置局設計しているところもある。標高の稼げる高地に無人センサー局を設置し

て 50NM 以上、時には 100NM までレンジ可能としているケースもある。これは標

高を稼ぐことにより送受信の電波利得（ゲイン）を得られるからである。これ

までのところ、インドネシアの 158 局はすべて有人運用によるスタンドアロー

ンであってかつ歴史的背景も存在してか、高標高地点に置局する発想でなく最

も近い海岸線に置局する基本ポリシーを踏襲しているのだと思われる。 
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ロ. MFと HFの運用形態 

中波帯では波長が長いため、長尺のワイヤーアンテナ（2,182kHz では 69m= 

½λ(波長)として）を設置するために広大なアンテナ用敷地を必要とする。この

周波数帯の通信は、歴史的に海上通信用として一般的に認識されてきたものだ

が、近年では A2、A3 エリアの沖合船舶との通信は、クラス 1の船舶においては

衛星通信システム中心となっている。 

ハ. 通信運用実態分析 

（全38局 CRSのサンプリング日誌から抽出した運用頻度） 

2022年 3月 1ヶ月間（31日間）の通信数のカウント 

CRSと船舶間で双方向交信(QSO)を行わない一方向全船呼び出し(CQ) 

  CQ/To all ships  

   VHF  MF  HF  Total  VHF  MF  HF  Total 

   一か月総数  一日平均 

月平均 

    

46.3  

    

50.6  

    

129.00  225.93 

    

1.49  

    

1.63  

    

4.16  

    

7.29  

一日平均 

     

1.49  

     

1.63  

        

4.16  

        

7.29          

1日の平均CQ呼出回数は7.29回（最大33.6回） 

VHF 1.49回、MF 1.63回、HF 4.16回＝合計7.29回 

双方向交信(QSO)  

   QSO  

   VHF   HF  Total  VHF   HF  Total 

   一か月総数   一日平均  

月平均 

    

58.26  

    

10.53  

     

68.79  

      

1.88  

      

0.34  

       

2.22  

一日平均 

      

1.88  

      

0.34  

       

2.22        

1日あたりの平均双方向交信（QSO）回数は2.22回（最大13.7回）/局あたり 

VHF QSO 1.88回、HF QSO 0.34回、MF QSO 0回 

抽出データ分析の結果、各 CRS の 1 日の通信回数は最大 33.6 回で、CQ

（放送）は全局平均 7.29 回、QSO は最大 13.7 回で一日平均わずか 2.22 回で

あった。この一日の大半を占める聴取業務を計 158 局にてそれぞれ数人の運用

者と技術者を抱えながら維持されている事実を鑑み、本当に効率的な運用業務

と言えるのかを議論する必要性が存在する。 

通信量が少ないからと言って CRS 周辺海域の絶対交通量が減ったわけではな

く、沖合船舶との伝統的通信手法が大きく変化したのが主因と言えよう。加え

て通信量が少ないから域内で発生する遭難事故も少ないということを意味する

わけでもない。遭難信号は CRS の通信カバーエリア内、外航船のカバーエリア

外を問わず、特に緊急時に使用できるシームレス衛星電話のような別の通信モ

ードに変更した可能性が大きい。  
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このような緊急信号は、今日ではごく稀にしか MF/HF/VHF を経由して CRS ま

で到達することなく、かつその頻度たるや非常に低いものである。また

MF/HF/VHF の GMDSS 搭載船舶は、基本的に 300GT クラス以上の SOLAS 船のみゆえ、

域内の交通量全体のごく一部に過ぎない。SOLAS 船以外の小型船舶が仮に遭難

しても緊急信号が CRS にまで届かないか、または結果的に全く緊急信号が発信

されないまま実際には海難が発生していることもあり得る。 

但し、この MF/HF 帯の利点を活かした継続をする意義も一方で存在する（陸

上局数は限定しても）。地震、火山噴火、津波などの自然災害により既存の通

信インフラが大きく損なわれた場合に、スタンバイモードとして使用できるの

は大きな利点である。非常電源含め電源が確保されている限り、たとえ通信環

境の安定性に欠けても遠距離通信を行うことは可能である。 

4.2.5 人的資源（HR＝インドネシア語でSDM）の分析 

１) CRSにおける人的資源 

CRSで構成されるHRには2つのタイプがある。 

・ 無線従事者免許所有者 

・ 無線技術者免許または認定（または未認定）取得者 

イ. 無線従事者分析 

独立した 158 局の CRS を維持するため、過去数十年にわたり膨大な人員が必

要とされてきた。これはDISNAV にとって莫大な人事管理業務と人件費予算の負

担を意味する。これまでは「人材はいくらでもいる」という社会的なコンセン

サスのもと人事問題は殆どクローズアップされてこなかった。しかし現代にお

いては、中国、インド、米国に次ぐ世界第 4位の総人口 2 億 8 千万人（2021 年

時点）を抱える人口大国でありながら、一方で経済全体の成長に伴い専門性の

高い人材は慢性的に不足している。各 CRS においても無線業務運用者や技術者

の不足という深刻な状況に直面しているのである。58 歳での定年制ゆえ今後数

年で総数 30％のオペレーターが定年退職することが確定していながらそれに代

わる新たなオペレーターの配置や採用がない。また技術者についても全国的に

十分かつ効率的な人材確保されているとは到底言い難い。現行運用体制の維持

前提では、全スタッフ中に占める高齢者の割合が著しく大きいという点を特筆

したい。今後数年のうちに 30％の高齢職員が定年退職することは確定事項であ

り、後任若手スタッフが補充されない場合は運用の三割が致命的支障をきたす

ということを意味する。複数周波数チャンネルにおける緊急信号を常時聴取す

るという CRS の本来の目的が果たせなくなり、人材不足による運用時間がどん

どん短くなれば事態は更に悪化する。サービスの質を落とすことなく運用を統

合し一箇所に集中させ、最小限の運用担当者において複数局を網羅することが

唯一かつ最善の解決策であることは明白である。 
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特にクラス 4 の大半の局は、1 人か 2 人限定の運用者によって継続されてい

るため、たとえ DSC 機能を備えた機材を所有していても 24時間 365日継続して

聴取モニターすることなど実質はできていないわけである。 

その一方でインドネシアの新大統領政策では常勤公務員の全数を制限する代

わりに効率的に契約職員に置き換えるというものであって、各 DISNAV で必要と

する経験豊富な人材を維持することはより困難になってきている。人的資源不

足は CRS における公共サービスの質を維持するための大きな課題である。すべ

ての DISNAV の CRS は近い将来の準備のため、厳密かつ効果的かつ迅速な行動を

とらねばならず、そうでなければ公共サービスの質の維持を継続することは約

束されない。 

各 DISNAV CRS の人的資源（HR=SDM インドネシア語）について下記分析を行う。 

① 25箇所のDISNAVの無線従事者と技術者のマスターリスト作成 

② 年齢グループ別分析（回答のあったスタッフのみ） 

各 DISNAV に配置されている運用者、技術者の人数調査し、新規採用

がない条件で、現在から 5 年ごと に将来の年齢層の推移を分析 

③ 1～3名のみで運用されている局 

④ 技術者数  

⑤ DISNAVごとの各職員の賃金と年齢層分布 

⑥ 回答のあった職員の地区別出身地 

 

年齢グループ別人員数分析 

DISNAV 性別 年齢層別グループ   合計  技術者  兼務者 

  女性 
21-

25 

26-

30 

31-

35 

36-

40 

41-

45 

46-

50 
51~       

合計 113 39 69 61 129 91 122 250   761 97  42 

内訳 15% 5% 9% 8% 17% 12% 16% 33% 
平均

年齢 43.21 

 

38.92  

 

総計 900 名以上のうち年齢グループが記載された 761 名を抽出した。年齢層

が記載されている限り、契約職員も上記に含まれる。 

この分析から、以下のような課題が明らかになった。 

① 多くのDISNAVで、51歳以上のシニアオペレーター/テクニシャンの割

合が高い 

② 25管区の平均年齢は43.21歳であり今後7年以内に退職が確定してい

る51歳以上の年齢層が全体の33%を占めている 

③ 51歳以上の年齢層がCRS全職員の50％以上占めるDISNAVは下記である 

Sabang, Sibolga, Dumai, Teluk Bayur, Kupang 
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④ 今後5年間に速やかにかつ重大な解決策を起こす必要がある。さもな

くば今後の運用は著しく困難を極めもはや機能をも果たさなくなること

が必須である。 

⑤ ジェンダー; 合計の女性比率は15％で、他業種や他国の同業種と比較

するとまだまだ低い水準である。 

定年退職による従業員数の急激な減少についての問題提起として 2022 年から

2027 年までの減少率を以下に示す。今後 5 年間で 40％以上の減少が見込まれ、

仮に新規採用しても代替不可能であることを示している。以下の DISNAV は即効

性を持ったアクションが必要である。さもなくば機能不全に陥るであろう。 

今後25年間新規採用がない場合の25管区 DISNAV別の運用者減少率を示す。

5 年ごとの自然減は 15～20％程度であるが、25 DISNAV の総運用者数は 5 年後

には32％、10年後には47％（ほぼ半数）が定年退職で自然減少する。 

今後 5 年間で特に深刻な減少が予想されるワースト 5の DISNAV が下記であ

る。 

4.2.5 -1グラフ 深刻な状況にあるDISNAV (1/2) 

   

  

  

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

2022 2027 2032 2037 2042 2047

新規採用なき場合の年齢別グループ総数推移

21-25 26-30 31-35 36-40 41-45 46-50 51~

33%減少 47% 減少 
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4.2.5 -1グラフ 深刻な状況にあるDISNAV (2/2) 

  

     

 

ロ. 1～3人運用者限定のCRSを下記地図にプロットしたもの。 

全78局が1人、2人、3人での運用実態となっている。 

1～3名局だけで合計81局 全体の半数以上を占める。 

4.2.5 -1図 1～3人で運用するDISNAV 

 

この結果を分布地図上で見るとスマトラ島に極端に少数スタッフ局が集中し

ており、次いで東ジャワ、カリマンタンとなっている。「東部」は「西部」に

比べ、まだ十分な人員を確保しているように見える。さらに 24 時間運用局を

重ねると合計 45局が 1～3人限定の運用者のみで24時間運用を宣言しているが、

実質的には困難と思える。  
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ハ. 配属技術者の分析 

各 DISNAV における技術者数のうち黄色で表示されている配置 1名のみまたは

平均年齢が50歳以上であるDISNAVを抽出した。（全DISNAV合計者数） 

4.2.5 -3表 技術者数と平均年齢 

DISNAV 技術者 平均年齢 技術、運用兼務 

Sibolga 1 55.0 0 

Tg Pinang 1 53.0 1 

Teluk Bayur 7 50.4 0 

Palembang 1 55.0 0 

Surabaya 3 50.5 3 

Pontianak 1 50.0 0 

Banjarmasin 3 51.0 2 

Makassar 5 53.1 0 

Kendari 2 54.0 2 

Tual 1 43.0 0 

Total 93 46.0 43 

多くの DISNAV は無線局施設を管理するために必要な技術人員を割り当てるこ

とに真剣でないようにみえる。これは非常に深刻な問題であって運用者の不足

以上に早く影響がでるであろう。今後数年間に DISNAV 一人のみ配置の技術者が

定年退職した場合、その DISNAV 傘下のすべての CRS の保守維持作業が困難に直

面する。唯一の敏速な解決策は、現行運用担当に技術者職を兼務のための教育

訓練を行うことである。 

ニ. 出身地別分析 

回答のあった計13箇所のDISNAV 合計328名分よりその出身地について分析

した。各DISNAVの分析結果は以下の通りである。 

4.2.5 -4表 職員の出身地 

DISNAV CRS職員数 同一州出身者数 割合 

Tg Pinang 11 6 55% 

Palembang 13 11 85% 

Semarang 42 41 98% 

Cilacap 24 19 79% 

Surabaya 20 20 100% 

Pontianak 20 19 95% 

Banjarmasin 25 24 96% 

Tarakan 18 18 100% 

Bitung 49 45 92% 

Ambon 36 28 78% 

Sorong 32 31 97% 

Jayapura 21 14 67% 

Merauke 17 17 100% 

合計 328 293 89% 
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結論として平均９割は同一出身地内で現地採用である。他地区の DISNAV への

人事異動や再配置への柔軟性は極めて低いと言えよう。人員計画の殆どは各

DISNAV が独自に行っており他の DISNAV に依存することは殆ど期待できないと言

っていいだろう。 

ホ. 月額賃金分析 

年齢層ごとの平均賃金を示すために、回答のあったDISNAVのみを抽出したも

のである。対象人数244名。単位：IDR 

4.2.5 -5表 年齢層ごとの平均賃金 

 
 

ヘ. 人的資源(HR)分析まとめ 
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繰り返し、高齢職員数の定年による自然減を早急に補うにはリモートによる

統合化によって運用箇所を減らし、少数スタッフによる効率化を図る以外に策

はないのである。 

4.2.6 予算と経費分析 

回答のあった限定DISNAVの情報をもとに、CRS全体の予算・経費を推定し、予算分

析を行った。 

4.2.6 -2表 予算と経費の推定 

単位: 100万 IDR  2021 2020 2019 

        

 回答DISNAV数  13 10 11 

 配分予算  108,253 113,831 128,957 

 人件費 65,893 79,267 79,936 

 維持費  8,216 5,279 8,365 

 固定費  5,868 5,672 6,860 

 購入費  130,493 16,276 9,054 

 小計  102,216 7,336 24,742 

    

 歳入  24,130 17,204 22,215 

 全体収支  -78,086 24,540 46,958 

備考 

1. 2021年度の購入額は前年度に比べ著しく高額であるが、これは主にDISNAV 

Dumaiに於いて年度内に多額の設備投資を行ったことによるもの 

2. 税外収入はCRSによる電報等のサービスだけでなく、DISNAV全体としてみ

たVTS税収入なども含まれてると推測 

3. 資産償却費は財務諸表に含まれていないものと推測。年度内に購入した新

規設備のみである可能性 

4. 職員数の減少に伴い、賃金の総額が減少している。これは、常勤職員の補

充がなく、自然退職者の補充分として契約職員が代替されているためと推測 

4.2.7 インターネット整備状況分析 

インターネット接続状況について25管区DISNAVから回答があったものの集計  

4.2.7 -1表  インターネット接続状況 

CRS 局数計 Fiber optic ADSL 4G LTE 未接続 

合計 158 136 2 12 4 4 

現状と将来を見据えた提案として、光ファイバー回線、ADSL、LTE/4G データ回線、

マイクロリンクなどの IP ネットワークを介し、無人端末と他のマスター端末をリモ

ートで接続かつ 158 局のスタンドアローン端末をマルチポッドキャストネットワーク

に統合集約する方法が一番理想的かつ現実的といえる。  
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音声データ伝送は帯域わずか 150kbps で可能なため、マルチポッドキャストシステ

ムのネットワーク化を採用し、最新 IT 技術を駆使しながら全土にて統合・集約する

ことが容易である。大半の CRS 局には光ファイバーが既に接続されており広帯域のブ

ロードバンドが利用可能状況にある。残りの数局は現行インターネットに接続されて

いないが数年後には最低でも 4G 回線で接続できるようになることが想定されるため、

あえてインターネット以外の他の接続手法はここでは提案しない。158 箇所の局全体

を網羅する詳細設計を経たのちに詳細の全体の確認作業を行うこととする。 

- 光ファイバー回線- メタル（ADSL）- 4G/LTE 

- A1範囲内であれば、隣接局とのVHF-VHFリピーター接続が可能 

4.2.8 将来的海上無線通信方式への移行 

VDES（VHF Data Exchange System）や NAVDAT などの VHF 帯のデジタル機器が現行の

アナログ波信号方式から置き換えられ、あるいは新たに追加されることが将来予測さ

れる。デジタル化されたそれぞれの機器は音声データ以外にも AIS データ、動画静止

画映像などより多くのコンテンツを送受信することが可能となる。さらに現在の

GMDSS システムに代わってシームレスな海上通信を可能とする第 2 世代の VDES（VHF 

Data Exchange with Satellite）が導入されると 1 台の装置で A1、A2、A3 の全サービ

ス域をカバーするシームレス通信が可能となる。現行 A2、A3 域の MF、HF のサービス

は VDES に置き換わり順次サービス終了が予測される。（前述の通信環境の不安定性

が主因） 

 

但し前述の通り、自然災害や予期せぬ人災によるネット切断のアクシデントに備え

て、MH/HF 無線通信はキー局（DISNAV 本局）またはごく少数局限定で残しておくこと

が望ましい。他の通信帯をサポートする代替スタンバイ通信として利用できるからで

ある。  
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4.2.9 整備計画 

1) CRS統合主目的 

 

イ. VTSとの統合を含めCRSを抜本的に再編成する最初で最後のチャンスである。

この機会を逃すと今後5年以内に少なくとも30％の局が機能しなくなり、10年

以内に50％の局が機能しなくなるであろう。 

ロ. これは無線通信機器の技術的な欠陥によるものではなく、また海上安全通信を

取り巻く他の状況とは無関係で、単に運用者と技術者の人員不足が原因である。 

ハ. DGST は CRS、AtoN、VTS などの各種沿岸施設の所有権のある管轄機関であり、

インドネシア領海の大部分をカバーする重要海上安全インフラの所有者である。

この利点を活かし受益者であるステークホルダーに対するあらゆる種類の航行安

全サービスおよび情報提供が行える公共サービスプロバイダーとなりえる。 

ニ. 自組織の再編成と再構築により、より効率的な潜在能力を多くの国民にアピー

ルすることがチャンスとなりうる。 

ホ. 現行158局（将来は無人センサー局）の統合計画案は、すべての局に専任のオ

ペレーターを配置しなければならない現行スタンドアローン方式とは異なり25

箇所の集中オペレーションセンターにて限られた人員のみが運用し24時間365

日かつDSCサービス提供を可能とする。 

ヘ. 90％の内航船と10％の外航船からなる全国商業港+非商業港の合計年間平均60

万回(2020年度)また主要25戦略港のみでも年間20万回の船舶寄港数がカウント

されている。これらはすべてCRS、VTS、AtoNなどのDGST公共サービスが求めら

れているわけゆえ、公共サービス提供者のサービス内容の質・量を現行レベルか

ら低下させてはならない。 
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ト. 全世界の原油や石油製品輸送船を含むエネルギー輸送船の60％は、インドネシ

アの3つの主要航路すなわちサバン沖、スンダ、ロンボク海峡を通過する国際主

要ルートを経由している。自由で開かれたインド太平洋の安全航行を目指すには

全世界の経済成長と政治安定の実現が必要不可欠であり、国際レベルの海上交通

安全とセキュリティに直接貢献をするDGSTの役割と責任は非常に大きい。 

チ. 領海全体をカバーするために置局されたCRSのサービスを維持・継続すべき主

たる目的は、航行船舶であるすべての受益者に航行の安全と安心を提供する「保

険サービス」のようなものである。有償無償にかかわらず公共サービス提供者は、

領海内の安全と安心を提供するために、休むことなく盲点なく、サービス低下さ

せることなく、これらの受益者に貢献しなければならないのである。今日まで海

難事故が無かったからと言って、明日から何も起こらないという保証はどこにも

ない。航行安全サービスを維持するための一番の大義である。 

リ. 20年前の前回マスタープランに記載された現行の設備と運用方法を今すぐ見直

してアップグレードすることが求められる。20年前と比較すると、社会的、技

術的背景は大きく変化し、それらを取り巻く環境も大幅に変わってきている。20

年前にはこの世に存在しなかった現代人類の生活の多くの部分をカバーするIT

技術の今日の発展などは、この20年間に突如出現し普及した一例と言えよう。

また特筆すべきこととして20年前に紹介された基本的な推奨コンテンツにはIT

関連分野は全く言及されておらず、設備の「量」を増やすことを提案するだけで、

「サービスの質」やその設備を担う「人材の質」については一切言及されていな

いのである。過去20年間に前回マスタープランの提案通りに施設の数「量」目

標には到達しているが、現在のCRSシステムは20年前に提案された方針に基づ

いて整備されたものであって柔軟な設計になっていない。すべてがスタンドアロ

ーン方式で他に拡張できない設計であり、これが今日各DISNAVで人員不足を生

じさせている根源と言える。 

ヌ. 取るべき対処策は、まず各DISNAVの運用状況に応じてカスタマイズできるよ

うな新しいSOPを作ることにある。Dit-Navは一般的に共通SOPを作成したのち

全DISNAVに配布するのだが、DISNAVによっては特殊化されたカスタマイズが必

要となる可能性もある。運用員の年齢層別、QSO内容別、VTS業務兼務別などの

個々の運用要因にもとづいたカストマイズが必要である。 

ル. 複数局の統合技術は新しいコンセプトではなく諸外国では既に運用されている

既成技術であり、サービス品質を落とすことなく固定費、メンテナンスコスト、

人員数を削減したより効率的な運用が可能である。加えてこの統合コンセプトは

特に近年のインターネット網の発達により容易に実現できるようになった。 

ヲ. 各コンテンツのアクションチャートを作成するため、今後10年間の業務フロ

ーのタイムスケジュールを以下のように提議する。 
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4.2.10 国際マリンVHF網の公開利用提案  

小型漁船や小型旅客船などの小型船舶を対象に、免許や制約を受けず簡易登録や講

習会のみでより一般的な利用の可能性を提案したい。既に米国沿岸警備隊（USCG）で

は、プレジャーボートであれば免許不要で VHF の利用が可能であり、安全交通情報、

気象情報、緊急時の24時間聴取など、さまざまなサービスを提供している。 

KOMINFO や DGST などのインドネシア当局は、この便利なインフラをもっと一般の特

に小型船に開放し、簡単な登録と講習だけで利用可能とする提案をしたい。Class B 

AIS トランスポンダの義務化だけでなく、マリン VHF ハンディー型や小型トランシー

バーの開放により、A1 サービスゾーン内においては船舶の種別サイズにかかわらず、

総合的な安全政策が可能となる。VHF のカバーレンジは、沖合灯台、DGST のライトビ

ーコン、テレビ局、マイクロリンク局、携帯電話局などの高標高の陸上施設エリアな

どの複数のポイントにセンサーを追加設置することにより、現在の 158 局のレンジエ

リアをより拡大させる必要がある。このプロジェクトは、第 1 フェーズ統合計画が完

了した後の第 2 フェーズにて対応する。小型漁船や小型旅客船はハンドヘルド GPS を

使用して、一般的に航行を行っている。これらは、AIS クラス B とはアクセスできな

いもののマリン VHF を介して通信を行えれば、緊急時にはハンドヘルド GPS を介して

自分の位置を特定し通知することが可能になろう。  
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4.2.11 統合計画基本整備内容  

 

4.2.11 -1図 統合の概念 

1) MF/HFは、DISNAV中央局のみでの最小限の運用に限定 

DISNAV 本部内の CRS 設置 HF/MF の現有設備はそのまま手を付けずに稼動させるが、

今後 10 年程度の第 2 フェーズ時期には HF/MF 自体のサービス終了となる可能性が

高い。 

     

4.2.11 -6図 DISNAV中央局のみによるMF最小運用 

2) NAVTEX  

ジャカルタ局へ集約。他のマカッサル、アンボン、ジャヤプラは送信機能のみを

残し運用はすべてジャカルタに統合させる、10年後にはサービス終了または他の通

信形態によるサービスへの移管を検討される可能性がある。  

  

4.2.11 -8図 NAVTEXの集約  
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3) VHF 

25 DISNAV中央局またはVTSに158 CRS（VHF）の運用を統合。 

現在の全局を VHF シンプレックスと AIS 受信機を搭載した無人センサー局に変更。

158 箇所における内容の詳細については、詳細設計のうえ最終確認をとることとす

る。 

 

4.2.11 -9図 VHFの運用統合 

4) オプション提案１ 

DGST 所有の沖合灯台に VHF―VHF リピーターを設置し、陸上局に沖合船舶からの

入感信号を転送することでVHFカバーレンジの拡大を図る。 
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4.2.11 -10図 追加リピーター置局時のレンジ（青丸） 

5) オプション提案2 

前述の通り高標高を稼げる高山の山腹に無人VHF-VHFリピーターを追加設置しレ

ンジ内の地上CRSと VHFサブ周波数によって交信のリピートを可能とする。仮にリ

ピーター局を標高1200m以上に設置できれば、半径100NM以内（またはそれ以上）

をカバーすることが理論上は可能。インドネシア全土に山岳が連なり、特に火山が

多く活火山と休火山とが存在するが、以下の条件が揃えば中腹（山頂の必要性はな

し）にリピーター局を置局する提案である。 

1. 既存の人工施設（ビル、家、倉庫、機器室）などが利用できれば手っ取り 

早いがそうでなければ新規にコンテナ使用の機材室設置も可能 

2. 全自動VHF-VHFリピーター設置 

3. ソーラーパネル発電による全電源自給 

4. 落雷被害防止のための完全な被雷システム装備 

5. 故意の破損や盗難などの破壊行為防止策の徹底実施 

6. 定期メンテナンスのために山麓から車両でアクセス可能 

7. 必要な敷地の新規取得が極力不要（さもなくば国有地が望ましい） 

8. 完全無人セキュリティ可能 

9. 突風や暴風雨などに対する耐久性 

システムは完全自動運転による無人化、電力は太陽電池から常時供給される。イ

ンターネット接続不要ゆえ既存のインターネットインフラから独立したシステムで

ある。VHF-VHF 変換により、電力が供給されている限りは、レンジ内の DISNAV 局と

の間で受信/送信アクセスすることが常時可能である。但しあくまで主システムの

補完用である。 
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4.2.11 -11図 標高1200mの山腹にリピーター導入した場合のカバーレンジ（山岳名） 

4.2.12 各 DISNAV経費実態からの推測と統合計画の概算コスト評価 

現行ベースに新規統合整備計画資金を今後22年間償却として試算 

 (通貨インドネシアルピアIDR15000=US$ 2023年１月時点) 

4.2.12 -1表 統合システムの推定コスト 

・統合158 センサー局と25運用局概算積算 

単位100万IDR   単価  数量   計  

センサー局 2,500 158 395,000 

運用センター  5,000 25 125,000 

５か年分のメンテナンス費用      52,000 

合計     572,000 

新規投資年次減価償却 (22年間と仮定)     28,000 

・25 DISNAV 合計経費実績概算  

単位100万IDR 2019 2020 2021 

 人件費  79,936 79,267 65,893 

 維持費  8,365 5,279 8,216 

 運用経費  6,860 5,672 5,868 

 小計  95,161 90,219 79,977 

・将来的VDES導入による税外歳入 （一寄港あたり10万ルピア課金と仮定）  

単位100万IDR 現行 導入後 

 現行歳入（年次） 24,130 現行実績はVTS 税込みと推測 

 VDES導入後 60,000 600,000 寄港(2020年) x IDR100,000/回 

 予測される歳入合計 84,130 
 

・統合後に予測される経費(年次) 

単位100万IDR  現行 統合後  差 

 人件費 65,893 21,964 67% 削減 

 維持費  8,216 2,739 67% 削減 

 運用経費  5,868 1,956 67% 削減 

 小計  79,977 26,659 53,318 
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・バランスシート合計(年次） 

単位100万IDR    小計額 

統合後経費   26,659 

年間原価償却   28,000 

 小計   54,659 

 
 歳入   84,130 

 繰越残    29,472 

 

この財務シミュレーションによればCRS運用はVDES事業化によって財務的に自立し、

収益を上げることが可能となる。現在の VTS 税歳入以外の持続可能な原資となりえる。

但しこれは沿岸局の必要機材設置以外に船舶側での VDES 端末搭載義務化速度に依存

する。 

4.2.13 地域（ゾーン区分）による整備優先順位 

地理的要因と交通流を鑑み、CRS を複数のグループ化（ゾーン化）することでより

効率的な運用に繋がる。地理的グループによる最小ゾーン化とし、全土を 6 つのゾー

ンに集約することで、より効率的な運用が行えることを可能とする。特定地域の年間

交通量統計から CRS の実需をゾーンごとに分析する必要があるが、これは交通量の実

需に即した安全情報サービスを提供するために、地域分けした CRS の必要性や需要性

を明らかにするものである。 このコンセプトのもとに行った全土のゾーニング化提

案は下記となる。 

4.2.13 -1表 優先ゾーンの提案 

ゾーン エリア DISNAV 

     名称 

A Sumatra- Riau 5 Sabang, Belawan, Dumai,  

Tg Pinang, Palembang 

B Sumatra West 2 Sibolga, Teluk Bayur 

C Jawa 4 Jakarta, Semarang, Surabaya, Cilacap 

D Kalimantan East 2 Pontianak, Banjarmasin 

E Bali-Sulawesi West 5 Benoa, Makassar, Samarinda, Tarakan, 

Bitung 

F Sulawesi East –  

East Indonesia 

7 Kupang, Ambon, Tual, Kendari, Sorong, 

Merauke, Jayapura 

6ゾーンの概要 

1) ゾーンA スマトラ島北部（サバン）- スマトラ島東部（Belawan, Dumai, Tg 

Pinang, Palembang各 DISNAV）、マラッカ海峡への主要航路とスマトラからジ

ャワ海への航路 
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2) ゾーンB スマトラ西（Sibolga, Teluk Bayur）：ジャワ島を経由してインド

洋に面するスマトラ西側の主要航路 

3) ゾーンC ジャワ（Tg Priok、Semarang、Surabaya、Cilacap）；特に最も国内

交通量の多いのルート 

4) ゾーンD 西カリマンタン（Pointianak, Banjarmasin）; Disnavは 2つしか

ないが、国内貨物の取り扱いが多い 

5) ゾーンE バリ島（Benoa）から北へ西スラウェシ（Makassar, Bitung）、東

カリマンタン（Samarinda, Tarakan）へ； ロンボク-マカッサル海峡を北上し

てフィリピン国境に至る重要な国際航路第二シーレーン。 

6) ゾーンF スラウェシ島東部及びインドネシア東部全域（Kendari, Kupang, 

Ambon, Tual, Merauke, Jayapura, Sorong）：他の地域より絶対交通量が少な

いがカバー水域は巨大である 

この 6 つの地域別分類に基づき、商業港と非商業港の合計 496 港について、イン

ドネシア中央統計局（Badan Pusat Statistik）から 2020 年度の寄港数と貨物取扱

量統計を抽出した。これはインドネシア全土の海上交通の推移を示すものと位置づ

けられ、地域別優先順位を付ける立案用として有効である。 

4.2.13 -2表 船舶寄港数 (内航船、外航船合計) 

“ゾーン A は、リアウ州（バタム、Tg Pinang）を中心として、特にシンガポ

ール-バタム間のフェリーサービス（毎日 100 便以上が複数港で運航）のた

め、非常に多くの交通量が偏ってカウントされていると推測される。” 

ゾーン エリア 2020年 寄港数合計 

    回数 割合 

A Sumatra- Riau       237,023  37.0% 

B Sumatra West         12,247  1.9% 

C Jawa (all)         73,226  11.4% 

D Kalimantan East         66,088  10.3% 

E Bali-Sulawesi West       124,651  19.4% 

F Sulawesi East - East Indonesia       127,852  19.9% 

合計         641,087  100.0% 

    

 

4.2.13 -1グラフ 船舶寄港数  
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前述の通り船舶の寄港数分析だけでは、国内の海上交通流全体を把握することはで

きない。より現実的な状況を把握するためには、寄港数のみならず各港の総貨物取扱

量（総トン数）分析を加えた総合判断が望ましいと思われる。仮に貨物船の出入港絶

対数が少なくとも、航行援助サービスは小型フェリー船より大型貨物船向けにより高

い頻度で提供する必要があるからである。 

4.2.13 -3表 合計貨物取扱量 

ゾーン エリア 2020年 取扱量合計 

    総トン数 割合 

A Sumatra East - Riau       112,832,487  10.1% 

B Sumatra West         17,545,568  1.6% 

C Jawa (all)       289,414,778  26.0% 

D Kalimantan West       290,259,910  26.1% 

E Bali-Sulawesi East, Kalimantan 

East 

      337,546,963  30.3% 

F Sulawesi East – Rest of East 

Indonesia 

        66,535,233  6.0% 

合計      1,114,134,939  100.0% 

 

 

4.2.13 -2グラフ 合計貨物取扱量 

本報告書においては、インドネシア各港の寄港数と貨物取扱量を鑑み、CRS の統合

計画を優先順位 1 と優先順位 2 をつけて提案したいと考える。ひとつの背景として

特筆すべきは新統合スキームへのスムーズな移行を行うには、コロナ禍に発生した世

界的レベルの半導体供給不足に対処するため半導体を大量に必要とする新規導入通信

機材の製造能力の限界を緩和する必要性があるからである。 

優先順位1 

ゾーンA（Sabang, Belawan, Dumai, Tg Pinang, Palembang） 

前述した通りマラッカ海峡に面するこの航路はインドネシア単体のみならず世

界レベルで最も優先度の高い重要な航路の一つであるためあえて詳細説明するま

でもない。既に複数の VTS が設置され日常的に運用されているが、CRS の機能は

この航路の安全全体のために依然として重要な役割の一つを担う。  
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ゾーンC（Tg Priok-Semarang-Surabaya, Cilacap) 

このルートは、ジャワ島全体をカバーする国家レベルの商業ハブの主要回廊で

あり、この地域だけで国内総生産（GDP）の半分以上を生み出している。多くの

産業がジャワ島に集中しているため、海上交通の安全は直接または間接的に国民

経済に貢献するとともに、Tg Priok の管理下のスンダ海峡航路安全を担保するた

めにも非常に重要である。 

ゾーンE（Benoa, Makassar, Samarinda, Bitung, Tarakan）  

この航路は、ゾーン A のマラッカ海峡の何らかの有事の際のバイパス機能を有

している。バリ島とロンボク島間のロンボク海峡はスンダ海峡より深く広いため、

将来的にインド洋と太平洋を結ぶ新規主要シーレーンとして機能し、現在のマラ

ッカ海峡の機能の一部を担う「海の橋」となる可能性が非常に高い。このような

状況下において CRS の担う海上安全対策は、マラッカ海峡に対する「現在」の航

路安全業務と同様またはそれ以上に世界経済と政治に貢献する重要な意味を持つ。

これらの地域はすべて CRS の統合整備計画を優先的に進めるべき重要な要素や側

面を有しているため３つのゾーンの整備計画は同時に実行されるものとする。 

優先順位 2 

ゾーンB（Sibolga-Teluk Bayur) 

他のゾーンと比較すると、このゾーンは、海上交通量自体は劣るものの第二優

先で整備計画作業を実施するものとする。但し両 CRS とも HR の致命的不足が生

じているため優先度を考慮する必要性が別途出てくる可能性がある。 

ゾーンD（Pontianak―Banjarmasin） 

この地域は、特に Banjarmain と Batulincin で大きな貨物取扱量があることが

分かっている。天然鉱物の取扱量が多くバージ積荷の多いことも推測される。し

かしながら絶対交通量は寄港数と比較する限りそれほど多くはない。優先度 1 の

エリアの次の優先とする。 

ゾーンF（Kendari、Ambon、Kupang、Sorong、Tual、Merauke、Jayapura） 

この地域は他と比較して絶対交通量は少なく、各港の貨物取扱量も少ない。一

方で各DISNAV のカバー水域面積は非常に広大である。CRSの統合は必要であるが、

各 CRSの緊急必要性は優先順位 1地域よりも低いため優先順位 1より後としたい。 
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4.2.13 -1図 ゾーン図（各DISNAVの CRSの総数） 

 

4.2.13 -4表 優先度別概算額 

ゾーン エリア DISNAV 目標統合CRS 概算額 

      局数 百万 IDR 

優先度１         

A Sumatra- Riau 5 40 
                

125,000  

C Jawa 4 25 
                  

82,500  

E Bali-Sulawesi West 5 35 
                

112,500  

小計   14 100 
                

320,000  

優先度２         

B Sumatra West 2 11 
                  

37,500  

D Kalimantan East 2 7 
                  

27,500  

F 
Sulawesi East-East 

Indonesia 
7 40 

                

135,000  

小計   11 58 
                

200,000  

 

 向こう５年間のメ

ンテナンスコスト

(10%) 

  
 

                  

52,000  

合計     158  572,000  
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4.2.14 VDES将来開発概要 

VDES は衛星 VDES 規格を利用しかつ AIS と同じ周波数帯、マリン VHF バンド

（156.025-162.025MHz）に対応したデータ通信システムである。通常の VHF 帯の A1 範

囲外での通信にも有効である。VDES は現行の AIS 機能、ASM 機能、衛星 VDE 機能、陸

上 VDES 機能をカバーするために定義されている。現行 AIS の他に、SMS（Simple and 

Short Message Service）、航海情報、港湾情報、海上安全情報、救助情報などが、船

舶と船舶間、船舶と沿岸局間、および船舶と衛星間の VDES のデータ通信が可能であ

る。特にAISを搭載していない小型船ではVDESの携帯端末を搭載することで現在義務

付けられている A 級船舶以外の船舶との通信が可能になることが期待されている。

VDES の最大の特徴は、AIS と異なり、衛星とのデータ通信が可能であることで海上で

のエリアを問わないシームレスな通信が可能であり、また陸上との地上波による通信

も可能である。IALAでは、VDESの開発スケジュールに関して以下のように公表してい

る。 

 
4.2.14 -1図 VDES開発計画 

1) 広範囲で使用可能 

現状の海上関係通信機器は所属する団体や利用周波数帯などにより各種存在し、

搭載する通信装置により使用できる範囲や通信できる相手が限定されている。通

信仕様により海域（A1～A4）ごとで異なる機種が必要であり、同一装置での広海

域で統一なコミュニケーションが図れていない。 

提案としてコミュニケーション装置として位置づける携帯 VDES においては、

地上波通信と衛星通信を併用することで限定的な少量情報でも同一装置による広

海域での対応を目指すべきである。現在、海上通信はスマートフォンなど携帯端

末の沿岸での海上通信が可能となったため、以下のように区分されている。 

・A1 海域の陸地に近い範囲ではスマートフォン、携帯キャリア外の沿岸では

VHF帯 

・A2海域（150海里程度）の範囲ではMF／VHF帯 

・A3海域では衛星通信 

・A4海域(極地)ではHF帯 
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海域別に利用できる装置が異なり、さらに、漁業無線やレジャー無線など所属

組織や団体ごとで使用する特有の通信装置もあり、洋上に居る近傍のユーザ間で

すらコミュニケーションが取れない状況にある。特に隻数の多い小型船舶の可動

範囲においては、ユーザの利便性を考慮した統一の通信が必要である。利用する

周波数帯の差異により通信範囲が限定されることは避けられないが、異なる機種

間での中継機能にて広範囲化が実現できると小型船舶への普及が見込まれると考

える。地上波通信と衛星通信可能な携帯 VDES がスマートフォンの中継装置とし

て確立できれば、通信量や通信速度に影響はあるものの、携帯（キャリア）の通

信範囲外でのスマートフォンからテキストベースのショートメッセージ転送や

SNS が実現できる。これにより例えば、VDES と操船者が身につけている通信装置

との間で海中転落により通信ができなくなった時に陸上へのメッセージ自動送信、

大型船舶と VHF を持たない小型船舶との間の通信手段および震災時の携帯電話網

がダウンした時の通信手段など利用の可能性は多岐にわたる。 

2) 利便性／有効性 

a）現状の海上関係通信装置は事故防止や緊急時の即時通報などに特化している

ため、利用者業務への直接的な利便性や有効性は感じられないものとなってい

る。 

b）コミュニケーション装置として位置づける携帯 VDES においては小型船舶利用

者（漁業やレジャー）への直接的利便性や有効性ある機能を実装すべきである。 

C）現在の海上関係通信機器は、操船や操業の安全を目的としたアラーム通知シ

ステムとして特化しており、万が一の場合に対する安堵感や実際の緊急事態時

に効果を発揮する“保険型”システムと位置づけられる。この装置が任意設備

での搭載推奨では大きく普及しない現状にあることに十分納得できる。多くが

高額な端末と通信費用を自己負担でも購入しているスマートフォンの現状を考

えると、小型船舶などの利用者（漁業関係者やレジャー）が直接的な利便性や

有効性を感じる携帯VDESへのコンテンツ実装が必須である。 

3) VDESの活用可能性 

VDES の主用途は、陸上と船舶、船舶と船舶の間の海上利用であることに間違

いはない。しかし、一般的な携帯電話のように世界的な規模に普及させることは

不可能である。VDES が陸上で利用され実現した後は、データ通信ネットワーク

の主要なインフラとして確立されることが予想できる。また VDES が広く普及す

れば、衛星モードでの通信料金も相当な低額になる可能性があり、端末機器のコ

ストダウンやVDES市場全体のニーズの掘り起こしにも現実的な手法である。 

4) e-Navigationは、国際海事機関（IMO）が航行船舶の安全の確保、向上などを目

的とした船舶航行の情報化を進める取り組みである。IMOでは、e-Navigationと

いう大きな枠組みでの戦略コンセプトがまとめられている。以下にその主な利用

について示す。  
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a）航行する船舶において収集された各種情報(気象、海象など)を衛星、陸上局

を通して他船、地上監視局へ送る。収集された情報は、近辺航行船舶に情報提

供される。 

b）危険回避のため障害物の情報を早期に発見し、その情報を、近辺を航行する

船舶と情報共有を図る。障害物、座礁などの危険性を事前に収集できた船舶は、

最も安全な航路を作成することができる（将来的には AI などによる自動生成

が見込まれる）。 

c）陸上局（VTS 局、海岸局など）との通信により、航路警報、水路通報、海難

事故位置情報、港湾情報、海洋汚染情報などを双方向で通信できる。 

d）他船の航路情報を通信で受信することにより自船の航路との状況を把握して

回避行動の提案（他船へ）、自船の回避行動につなげる。 

e）小型船舶の見張りには、AIS Class-B を受信して自船周辺海域の状況を把握す

る。 

f）陸上局からの支援情報、自船の周辺海域の環境情報などにより自船の航行状

況のシミュレーションが実施できる。陸上局からの緊急情報に対して船内の異

常状況の把握、周辺海域環境の把握、他船の状況把握など的確な対応の実行 

g）港湾情報などにより、入出港時間、停泊場所、他船動向、港湾環境情報（気

象、海象、航路情報、航路標識など）を通信で受信することによる効率的な港

湾管理への参加。これによる、港湾活動の効率化と、省エネルギー活動への貢

献 

 以上が e-Navigation という大枠の中の一部ではあるが、これらの活用策を実

現するためには、陸上局～船舶間、船舶～船舶間のデジタル通信が不可欠となる。

この通信網のインフラとしての VDES(衛星 VDE、地上 VDE)の利用も検討される必

要がある。 

5) 自律航行船舶同士のデータ通信 

 国内外において、自律運航船の開発及び、実証実験が進んでいる。自律運航船

においては、自船の周辺を的確に把握できるセンサーの開発、回避行動の自動判

断、気象・海象状況の把握など様々な要素開発が必要となるが、自船周辺船舶と

の意思疎通が重要な要素となっている。通常の航行においては、船員の音声通話

による他船との意思疎通が主流であるが、自律運航船は、データ通信による意思

疎通が必須の技術となる。回避運動、他船への回避提案など自動的、かつ確実に

データ通信をする必要がある。この通信媒体として VDES(衛星 VDE、地上 VDE、

ASM)の活用が期待される。 
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6) 海上施設物（漁業用を含む）のデータ伝送用 

航路標識通報は、現行規格として、AIS Msg21にて航路標識局の情報通信をし

ている。これは海上構造物（オイルバース用洋上ブイ、オイルリグ、洋上風力発

電設備など）に利用されるケースもあるが、AISを管理している監督官庁の統制

の中での運用が主体となり、AIS Msg21での通信件数は多くない。昨今、洋上風

力発電設備など一般航行に支障となる構造物においてもAISが導入されるケース

は少ない。実際、欧州などでも洋上風力発電設備近海域は、レーダーなどにより

安全状況を把握している。 

海上構造物（航路標識含む）にAISが導入されていない最も大きな障害は、消

費電力の問題がある。海上設備においては電力の確保が難しく、消費電力の大き

いAISを設置できない状況である。 

7) 携帯VDES機器の基本要件は次のとおりである。 

a）小型船で通信機器が利用できない理由の一つとして、電源の確保が難しいこ

とである。昨今、高性能・高寿命の二次電池が普及してきたことから、普及型

衛星VDES端末を携帯型で開発することを基本とする。 

b）小型スマートフォンのアプリにより、100文字程度のSMS通信試験を行い、満

足できるレベルの通信が可能なことが判明した。 

c）携帯 VDES では、アプリケーション開発を第三者にも開放することを基本とす

る。アプリケーション開発者の拡張性利便性を担保するため携帯 VDES に下記

の機能を付加する。 

・ Bluetooth通信機能 

・ Wi-Fi通信機能（MACアドレスの取得など） 

・ 外部メモリ増設機能 

・ USB通信機能 

・ 外部バッテリー接続機能、及び外部電源接続機能 

携帯VDES機器にはBluetoothでの接続機能を持つことにより、スマートフォ

ンを利用した操作や画面表示が利用できるため、ユーザの利便性や操作性が向上

するとともに、現状のAIS表示器の抱える問題にも対応が可能になる。スマート

フォンは、陸上では通信キャリア、Wi-Fiに接続されるため、ソフトウェアのア

ップデートも自動的に実施でき、より有用なアプリケーションをユーザが利用可

能となることは携帯VDES機器普及に必要な技術となる。 

海域でのネットワーク形成による様々な情報発信、気象・海象情報の展開、周

辺航行船舶の情報の展開など今までの海上通信設備ではできなかった利用方法も

今後発展していくことと考えられる。これらのデータは、情報を提供する企業の

重要なデータともなり、陸上における情報収集、分析、公開などのビジネスモデ

ルは色々とあるが、海上情報は少ないのが現状である。これらの情報を収集する

ことによる新たなビジネスへの展開も期待できる。 
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8) 海洋データ端末 

衛星 VDE が利用可能な携帯 VDES が普及すれば、航海、操業している船舶から

周辺海域の気象、海象情報、漂流物、海洋動物の動向などの情報を共有できる。

これは e-Navigation の情報共有に繋がる。現状でも、特定の船舶による気象、

海象情報は気象会社などには送られてきているが、より多くの船舶からの情報に

より、今まで以上のきめ細かい情報収集が期待できる。 

大型船舶においては、気象、海象センサー情報はネットワークを介して携帯

VDES に接続されることにより、自動的にデータ送信することも可能となり、地

上側ではこれらの得られた気象、海象情報から精度アップした気象、海象予報を

受け取るため、双方にメリットがある。世界規模でリアルタイムに気象、海象情

報を収集できるようになれば、世界での地球温暖化による気候変動のデータとし

て利用することも可能になる。海洋情報は他のセンサーから情報を入力する必要

があるため、USB などのインターフェースを持つことにより外部機器との接続が

できる様にする必要がある。 

9) システムバージョンアップ 

スマートフォン端末は、定期的なバージョンアップが必要である。VDES 端末

も定期的なバージョンアップが必要で地上 VDES 陸上局や地上圏外の衛星 VDES を

経由してインターネットに接続することにより可能となる。 

4.2.15 NAVDAT将来開発概要 

今日では NAVTEX（NAVigational TEleX）が一般的に使用されている。これは GMDSS

の機能の一端を担っている。400NM 以内の遭難情報、航行情報、気象情報、その他緊

急・安全情報を FSK 変調のテキストメッセージで船舶に送信することが可能である。

インドネシア国内に 4 局（ジャカルタ、マカッサル、アンボン、ジャヤプラ）あり、

インドネシア全土をカバー（北側はマレーシアペナン局管轄、送信は4時間に1回） 

現行の NAVTEX から進歩した NAVDAT（NAVigational DATa）はよりアップグレードさ

れた海上安全情報（MSI）システムと言える。但し NAVTEX と同送信出力であれば、

NAVDAT の受信可能範囲は狭くなる(NAVTEX 400NM/5kW の出力に対して、NAVDAT の

293NM/5kW)。 

4.2.15 -1表 主要目 
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その一方でNAVDATはNAVTEXに比べ、データ通信が各段に高速である。 

赤文字はNAVDAT、黒色は現行のNAVTEXを表している。 

 

   

4.2.15 -1図 NAVTEX and NAVDAT 

長期的に両システムの長所を活かした並行使用が推奨される。 

4.2.16 全対象の中期プロジェクト整備アクションプラン（CRS統合以外も含む） 

1) DGSTによるCRS統合プロジェクト提案の承認 (1年目) 

承認後プロジェクトはBAPPENAS（国家開発計画庁）のブルーブックに掲載され優

先的にアクションが起こせるよう事前準備をする。 

2) コンサルタントによる詳細設計業務（1年目） 

DGST は、CRS を含む海上通信アクションプラン全体を専門とする外部コンサルタ

ンと共に25 DISNAV と 158 CRS 局のネットワーク化、VHF の電波伝搬、統合後のカ

バー範囲シミュレーション等の詳細設計を行う。 

3) 予算化（1年目） 

詳細設計で見積もられたコストに基づき、DGSTは内部または外部機関からの資金

調達先を探す。もし仮に日本政府に公的資金援助を要請する場合は、DGST、日本政

府、第三者（コンサルタント等）のチームによる検討が行われる。このプロセスは、

第13章業務フローに記載されたスケジュールとは別の追加作業時間を要する。 

4) 入札（1年目または2年目） 

資金調達源確定後DGST は詳細設計に記載された要求仕様に基づき、統合作業一式

を調達するための入札を準備する。プロジェクト全体の監督業務はDGSTに代わって

独立した外部コンサルタントに依頼するかもしくは入札者の中に監督業務を含める

スキームとするか2つの可能性を検討する。 

5) 優先順位1エリアゾーン（2年目～4年目） 

優先エリアは、各DISNAVの実情に応じた統合の必要性に応じて詳細設計を再検討

し、最優先事項として取り組む。  
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6) 優先順位2のフォローアップ（4年目～6年目）優先順位1の確定後に従う。 

7) CRS運用をVTSに統合（4～6年目） 

各DISNAV、各VTSの実情と能力に応じて、類似しているが微妙に異なるCRSとVTS

の機能統合を、DISNAVごとに個々に実施する。このVTSとの統合プロジェクトは、

Phase 1の CRS統合が完了した後、Phase 2として実施する。 

8) NAVTEX のジャカルタでの運用一本化（1～2 年目） 

CRS統合と合わせてPhase1で実施する。 

9) NAVDAT 導入検討（3 年目以降） 

NAVDAT は既存の NAVTEX と並行して整備する。特に運用機能については、現行

NAVTEX に併設するため、2つの異なる施設について慎重に検討する必要がある。 

NAVDAT導入はNAVTEXのジャカルタ運用が統合した後に同様ジャカルタにて運用開

始する。 

10) 地域VDESの導入（3年目以降） 

新たに整備されたCRS統合ネットワークプラットフォームが全土で活用できるよ

うになるため、地域VDES陸上局トランスポンダを同プラットフォーム上に設置する

ことが容易となる。新たなネットワーク構築のための投資は不要であり、トランス

ポンダ機能のみを追加するだけとなろう。CRS統合プラットフォームは、将来的に

VDES機能の追加拡張が可能なように事前設計されることが必須となる。船舶側の

VDES端末は、KOMINFOと調整し、国内外の登録船舶に設置することを加速させる。ま

たVDESにアクセス可能な独自のソフトウェアアプリケーションを準備する必要があ

る。またVDES データ利用代金について、国内外の各ユーザへの課金システムを準備

する。 

11) 衛星VDESの導入（5年目以降） 

12) HF/MFのサービス終了の準備（10年目以降） 

VDESが普及し、VHFの統合が完了すると、HF/MFの定期サービスは自動的に終了す

ることになろう。しかしながら前述の通り緊急時の補完用として部分的に残す必要

性がある。 
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4.2.16 -1図 年次整備計画 
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4.3 航路標識業務用船 

4.3.1 整備方針 

  航路標識業務用船は、航路標識の設置、運用管理及び保守等を実施するた

めに管区に配属されている。 

  現存の航路標識業務用船には、老朽化が著しい船舶が多いこと、技能を有

する乗組員の不足が懸念されること、莫大な燃料代がかかることなどの問題

が顕著になってきている。 

そこで整備方針の策定においては、業務の内容、船舶及び乗組員に関わる

事項について詳細に調査、検討することによりこれらの問題を明確にし、今

後、航路標識が適切に管理・運用されるよう業務に対応した船舶の管区配属

計画を立てるために以下について把握することが重要である。 

1) 航路標識業務用船の業務及び業務量の把握 

近年、航路標識の分野では、光源に半導体、電源に太陽電池を採用した

ことにより、灯台の無人化、発電用燃料の運搬、灯浮標等の蓄電池の交換、

保守点検の頻度等に変化が生じ、従来航路標識業務用船が行ってきた業務

量に変化が起きている。 

そこで、各航路標識業務用船が行っている管理海域(エリア)における 

業務内容を把握し、各船舶の業務量を算出する。 

2) 航路標識業務用船の行動把握 

各船舶の活動日数を明確にする。 

3) 各船舶の実施可能業務の把握 

各船舶の 1 日当たりの可能業務（灯浮標交換作業可能基数、水中部分点

検可能基数、航路標識保守点検可能基数）を明確にする。 

4) 現状における課題の把握 

航路標識業務用船に関する要望等を聞き、各管区が抱える課題を明確 

にする。 

4.3.2 ガイドライン 

1) 航路標識業務用船の業務把握 

各船舶の月毎の業務内容を調査し、年間の業務量を算出する。 

2) 基本データの収集 

a. 灯浮標の交換周期 （全交換、部分交換） 

b. １回の行動における交換基数 

c. 灯浮標の整備の場所 （基地、船） 

d. 船舶を使用する航路標識の種別、基数 

e. 航路標識の巡回周期 

f. 航路標識の保守内容及び保守に要する時間 

g. 航路標識の巡回グループ 

h. 船艇（浮標）基地からの距離及び時間  
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i. 乗組員に関すること 

j. 乗組員の訓練内容及び訓練時間 

3) 年間運用実績の把握 

  月毎の運用実績表を作成し、年間の運用実績を把握する。 

a. 年間行動日数（行動内容含む） 

b. 年間整備日数（ドック） 

4) DISNAV が抱える課題の抽出 

   a. 航路標識業務用船の過去の修繕箇所及び内容 

b. 航路標識業務用船の不具合箇所 

c. 乗組員の技術力に関すること 

d. その他の問題等 

5) 人員構成調査マスターシート作成 

a. 経験年数 

b. 年齢レンジ 

c. 免許資格 

d. 出身地 

6) 調査結果の収集 

   a. 調査結果の集計 

   b. 調査結果の分析 

7) 整備計画（案）の作成 

   業務量、DISNAV が抱える課題等を考慮して、老朽船の廃船または代替

え等の整備計画（案）を作成し、管区へ意見照会する。 

8) 整備計画の完成・管区への通知 

   DISNAV と調整して整備計画を完成し、DISNAV へ通知を行う。 
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4.3.3 アンケート 

1）航路標識業務用船調査表１（記入例） 
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2）航路標識業務用船調査表２（記入例） 

 

3）月間航海実績（記入例） 
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4）乗組員調査表 (記入例) 

 

4.3.4 アンケートの集計 

1) 各船舶の現況 

DISNAV へアンケート 1 で問い合わせていたところ、33 隻から回答があ

った。 

この提出されたデータ（33 隻分）を、アンケート 1-1（4.3.4-1 表）及

びアンケート 1-2（4.3.4-2 表)に集計した。 

4.3.4-1 表 アンケート 1-1 

No.1 
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No.2 

 

No.3 

 

  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                      

4-76 

 

 

4.3.4-2 表 アンケート 1-2 

No.1 

 

 

No.2 
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No.3 

 
 

No.4 
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No.5 

 

2) 各船舶の年間行動日数 

当初、アンケート 2 で 3 年分（2019 年～2021 年）の行動日数を集計す

る予定であった。 

ところが、2020 年及び 2021 年は燃料費予算の削減で行動が制限されて、

年間の行動が計画どおりに実行されていなかった。また、NAVIGASI との

打合せで地理的な状況も加味する必要があるとの助言を受けた。 

そのため、各 DISNAV の船舶ルートパターンを依頼したところ、DISNAV 

Semarang、DISNAV Tg.Pinang、DISNAV Sabang のルートパターンが提示さ

れた。このルートパターンでの行動日数等を問い合わせたが DISNAV 

Semarang 以外は回答がなかった。 

そこで、燃料費削減の影響がなかった 2019年の「Vessel Voyage Monthly」

を集計することにした。 

これは、助言があった地理的な状況、巡回中の悪天候などによる待機な

どが含まれたデータであると判断した。 

集計したデータを、4.3.4-3 表（船舶構成)に示す。 
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4.3.4-3 表 船舶構成 
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4.3.4-3 表のうち、所属の全ての船舶データがある DISNAV は、4.3.4-4

表（船舶構成：DISNAV）に示すとおり 11 箇所の DISNAV である。 

4.3.4-4 表 船舶構成（DISNAV） 

 

 

3) 船舶の稼働率 

この 11 箇所の DISNAV について、各船舶の年間における稼働率を算出す

る。 

船舶の年間行動可能日数は年間行動日数（365 日）からドッキング日数

を差し引いた日数になる。 

 年間の稼働率は、行動日を年間行動可能日数で除算したものになる。 

 

   稼動率 ＝ 行動日 ÷ （365 － ドッキング日数） 

4) 船員の年齢構成 

船員の年齢構成を集計したデータを、4.3.4-5 表（乗員年齢構成）に示

す。 
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4.3.4-5 表 乗員年齢構成                No1 

 

No.2 
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No.3 

 
5) 航路標識業務用船の廃棄及び移管計画 

航路標識業務用船の廃棄及び移管計画を、4.3.4-6 表（航路標識業務用

船廃棄及び移管計画）に示す。 

4.3.4-6 表 航路標識業務用船廃棄及び移管計画 
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6) 航路標識業務用船一覧表 

現存する航路標識業務用船を、4.3.4-7 表（航路標識業務用船一覧表）

に示す。 

4.3.4-7 表 航路標識業務用船一覧表 

 
   a. 船齢が 40 年を超えている   13 隻 

   b. 船齢が 31 年以上 40 年     0 隻 

   c. 船齢が 21 年以上 30 年     15 隻 

   d. 船齢が 20 年以下       31 隻 

   e. 不明             1 隻  
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4.3.5 整備計画を作成する上の留意事項 

航路標識業務用船の整備計画を立てるにあたって、次のことに留意する必

要がある。 

1) 年間稼働率 

DISNAV 所属の航路標識業務用船で同一船種がある場合には、同一船種

の稼働率の和で検討する。 

2) 船齢 

船舶の耐用年数は、鋼船の場合には一般的に 20 年といわれている。 

3) 搭載機器の状況 

クレーン等の業務に必要な装備機器、エンジンやレーダー等の航海に必

要な機器等の状態。 

4) 乗組員の技術力 

次の技術力が必要である。 

a. エンジン等の障害が発生した場合に対応できる機関関係の技術力 

b. 航海計器が使用できなくなった場合に航海計器なしで最寄りの港湾

まで安全に航行をする能力 

c. 効果的、効率的なメンテナンス能力 

これらの技能を習得するため、専門の実習機関での教育が必要である。 

5) 海域の特殊性 

海域の特殊性を考慮した Vessel の選択 
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4.3.6 整備計画 

1) 各船舶の年間稼働率 

 各船舶の年間稼働率を、4.3.6-1 表（年間稼働率）に示す。 

4.3.6-1 表 年間稼働率 

 
2) 航路標識業務用船の整備計画（実行動から） 

DISNAV に所属する航路標識業務用船の船種別に稼働率を合計したもの

を、4.3.6-2 表（航路標識業務用船整備計画）に示す。 

a. DISNAV Pontianak は稼働率だけを見れば、1 隻（KN ALNILAM）で業

務遂行が可能と思われる。 

b. DISNAV Semarang は稼働率だけを見れば、KN SUAR11 が廃船予定で 2

隻体制となるが、残った 2 隻により業務遂行が可能と思われる。ただ

し、KN B-126 が建造後 62 年になるため、安全面から早急に代替船が

必要である。  
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4.3.6-2 表 航路標識業務用船整備計画 

 

c. DISNAV Surabaya の KIP Buoy Tender は 2 隻体制であるが、稼働率

だけを見ると 2 隻で 34％であるため、1 隻でも業務遂行は可能と思わ

れる。 

d. DISNAV Banjarmasin は 2 隻（KN SUAR-003、KN Ae-032）が廃船予定

で、Buoy Tender 1 隻、Aids Tender 1 隻になるが、稼働率からは十

分に業務遂行が可能と思われる。 

しかし、これだけの稼働率しかないのに Aids Tender が 3 隻在籍して

いたことから行動の再確認が必要と思われる。 

e. DISNAV Samarinda は Buoy Tender、Aids Tender ともに 2 隻体制で

あるが、稼働率は 2 隻で 47％、52％であるため、どちらも 1 隻で業

務遂行は可能と思われる。  
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3) 航路標識業務用船の整備計画（行動計画から） 

DISNAV Semarang の「TABEL PERHITUNGAN HARI PRODUKTIF」に各 Vessel

の年間運航日数が記載されている。 

KN KUMBA 194 日、KN KARIMUN JAWA 118 日、KN SUAR11 88 日、KN 

B126 89 日である。 

これら船舶の稼働率は下表のとおりになる。 

 

稼働率は、Buoy Tender KN KUMBA が 62％、残りの 3 隻の合計が 90％と

なる。 

KN SUAR11 が廃船予定で 2 隻体制となるが、残った 2 隻により業務遂行

が可能と思われる。 

ただし、KN B-126 は建造後 62 年になるため、安全面から早急に代替船

が必要である。 

年間の行動計画から稼働率を出したが、年間運航日数には計画段階では

予測できない行動が入っていないことを考慮する必要がある。 

例：巡回途中の悪天候などによる一時的な待機 

  サーチ＆レスキューによる行動 

4.3.7 航路標識業務用船の整備計画の推進 

1) 老朽船の早期廃船 

船齢 40 年以上の船舶は安全面から廃船を実施。 

その際、複数隻所有の DISNAV では残りの船舶による業務遂行の可否を

検討し、代替船の必要性を決定する。 

所属船舶が多いということは、1隻に使用できる維持経費が少額になり、

中途半端なメンテナンスしか出来なくなる。 

2) 乗組員の技術力向上 

DISNAV からの報告によると、ほとんどの船舶が 5 年以内（中には 1 年

以内）に資格取得者が引退するため、若い乗組員のトレーニングが必要で

あると意見が出ている。 

資格の取得は最も重要であり、乗組員に航海、機関又は通信の資格を取

らせることが必要となる。  
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また、資格だけではなく、航海、機関又は通信の担当者が各々の施設や

機器等を確実にメンテナンスすることが船舶の機能を適切に維持するこ

とになる。 

このような技能の向上には、専門の機関で教育することが必要であり、

廃船の乗組員を交代で教育することで可能と思われる。 

3) ハイブリッドの航路標識業務用船 

航路標識業務用船を新造する際に、ブイテンダーとエイズテンダーのハ

イブリッドで大型の航路標識業務用船にすることで、廃船の乗組員を乗船

させることが出来る。 

4) 航路標識業務用船のルートパターン及び行動計画の早期入手 

現在の航路標識業務用船のルートパターン及び行動計画を入手し、今後、

航路標識の新設など航路標識業務用船の業務に変更が生じる計画を早期

に入手することが重要である。 

大規模な変更があった場合にも対処が可能となる。 
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